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ご挨拶 
 

公益財団法⼈ フランスベッド・ホームケア財団 
会⻑  松⾕ 有希雄 

 
 公益財団法⼈であるフランスベッド・メディカルホームケア研究・助成財団は、昨年４
⽉１⽇より名称をフランスベッド・ホームケア財団に変更しました。昨年の変更時に申し
上げた通り、従来の名称は、財団の役割を列挙して若⼲⻑くなっておりましたので、焦点
であるホームケアに集約して端的に表すように改めたものです。従って、事業内容は、名
前の変更後も従前と変わらず継続しています。 

当財団では、在宅ケア推進の⼀環として、毎年、在宅ケアに関する研究、事業及びボラ
ンティア活動に対する助成を⾏っております。今般、2023 年度の第 34 回「研究助成・事
業助成・ボランティア活動助成の報告書の収録集」がまとまりましたので、皆様にお届け
いたします。ご報告を頂きました⽅々に⼼から感謝申し上げます。 
 合計 35 件（当初採択された事業中 1 件は、昨年度中に事業実施に⾄らず次年度掲載予
定）に及ぶ研究助成、事業助成、ボランティア活動助成のいずれのカテゴリーのご報告
も、現場に根差し、そこでの実践につながる素晴らしい内容であります。皆さま、是⾮こ
の報告をお読みいただき、それぞれの現場での活動にお役⽴ていただければと存じます。 
 2020 年の初めから始まった、わが国での新型コロナウイルス感染症流⾏も、昨年 5 ⽉ 8
⽇にはその感染症法上の位置づけが 2 類相当から５類へと変更され、流⾏はなお続いてお
りますが、⼀般社会は急速に「コロナ後」へと変化してきました。しかし、病気や障害な
どを持つ⼈のケアは、⼈と⼈との触れ合いを基本とする営みですから、その変化には特別
の注意が求められます。皆様も、それぞれの場で最善の対応を模索し、仕事と⽣活とを続
けられるよう苦⼼されていることと思います。当財団でも、引き続き、教育研修事業の⾒
直し等を⾏うとともに、季刊の「ふれあいの輪」などの場を活⽤して情報の提供，共有を
図って参ります。なお、「ふれあいの輪」は、昨年夏号から従来の冊⼦形態を変更し、財
団のホームページから閲覧できるようになっております。 

公益財団法⼈であるフランスベッド・ホームケア財団は、在宅ケア推進に向け、この報
告にございます在宅ケアに関する研究・事業・ボランティア活動に対する助成の他、在宅
ケアに関する⼈材育成のための教育研修、在宅ケアの対象となる⾼齢者や難病のこどもた
ち等への組織に対する⽀援、在宅ケアに関する情報の収集と調査・研究及び海外のホーム
ケアに関する実態調査及び情報提供並びに在宅ケアに関連した医療、看護、福祉介護分野
のニーズをとらえた情報の発信等の事業を⾏い、国⺠の医療・福祉の向上に寄与すべく今
後も努めてまいります。引き続き、当財団の活動へのご理解と⼀層のご⽀援、ご協⼒を賜
りますようお願い申し上げます。 

令和 6年 9⽉ 



 この冊子は、研究・事業報告書の要約とボランティア活動の報告書を掲載しています。 
研究・事業の報告書全文は CD-ROM をご覧ください。 
 要約とボランティア活動の報告書は、公益財団法人フランスベッド・ホームケア財団の

ホームページでもご覧いただけます。 

本助成金の審査にあたりましては、選考委員長の角田 亘先生はじめ

選考委員の先生方から多大なご協力をいただきました。 
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   福井 小紀子（東京医科歯科大学大学院保健衛生学研究科 

在宅・緩和ケア看護分野 研究科長・教授） 
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【研究Ⅰ -１】

認認知知症症・・軽軽度度認認知知障障害害介介護護者者向向けけのの冊冊子子及及

びび自自動動応応答答チチャャッットトボボッットトにによよるる医医療療介介護護

指指導導のの効効果果にに関関すするる検検討討  
 

研究者    横井 優磨 1) 

共同研究者 

野﨑 和美 1)、小灘 登志子 1)、松井 眞琴 1)、

大町 佳永 1) 

所属名 

1）国立精神・神経医療研究センター病院 

 
緒緒言言 

我が国の認知症の人は、2025 年には

65 歳以上高齢者の約 20％（約 700 万

人）程度まで増加すると推計され、介

護の負担による介護者のうつ、ストレ

ス、社会的孤立、睡眠障害等も増加が

見込まれる。認知行動療法等の心理社

会的介入が介護者の精神的苦痛を軽減

し、健康状態を改善することが報告さ

れているが、介護者は介護による制約

が大きいため、場所や時間の制限の少

ないインターネットを用いる介入の有

用性が期待されている。 

世界保健機関（WHO）によって開

発された iSupport は、問題解決技法お

よび認知行動療法の技術を用いたオン

ライン自己学習支援プログラムであり

（Pot AM et al., 2019）、iSupport 日本版

研究者らのグループにより、2018 年度

に「認知症の人と家族の会」の協力の

もと作成した。またさらなる展開とし

て冊子版を作成したが日本ではスマー

トフォンなどによるオンラインコンテ

ンツへのアクセスが容易であるため、

冊子との併用の有用性が示唆された。

そこで自動応答チャットボットを作成

し、その有効性について無作為化比較

試験を用いて検討することとした。 

 
方方法法 

 
本研究は上図に示すアウトラインの通
りに行われる非盲検無作為化平行群間
比較試験である。同意取得後初回評価
を受けた対象者が封筒法を用いて無作
為に併用群又は冊子群に割り当てら
れ、１ヶ月間の使用の後最終評価を行
う。 
冊子版 iSupport はオリジナルと同様に

(1)認知症について、(2)介護者である

こと、(3)自分をいたわる、(4)日常生

活の介護、(5)気になる行動への対処に

関する 5章 23項目からなり、冊子とし

ては A4 サイズ 280 ページになる。簡

単な読み物、説明的な例、いくつかの

練習問題で構成されている。介護者

は、各演習をこなしながらフィードバ

ックを受けることで理解を深めること

ができる。 

チャットボットでは iSupport 及び当施

設で過去に行った認知症カフェで出た

介護者等と医療者の個人情報を含まな

い質疑応答等を情報源とし、LINE 公

式アカウントにおける「応答メッセー

ジ機能」（入力されたキーワードに対

応して指定されたメッセージを返す）

を利用して、認知症及び認知症介護関

連で知りたいキーワードを入力するこ

とで自動的に関連メッセージやインタ

ーネットリンク等が表示されるように

11



した。約 200 種類のキーワードに反応

する設定となっている。研究終了後は

いずれの参加者も冊子版およびチャッ

トボットを使用することができる。 
選択基準は 1) 当院に通院歴のある認

知症又は軽度認知障害と診断された患

者を介護する者及び 2)スマートフォン

又はコンピュータ―を利用し E メール

及びインターネットへの接続が自らで

きる者で、研究チャットボットを追加

できる LINE アカウントを持っている

者、であり、除外基準は設けていな

い。同意取得、背景情報の収集後介入

前後に主要評価項目として介護負担 

(Zarit Caregiver Burden Interview: Zarit et 

al., 1980, Arai et al., 1997)を、副次評価

項目として参加者満足度及び生活の質 

(DEMQOL-Proxy: Health Technology 

Assessment 2005; 9: 1-93, 

https://www.tmghig.jp/research/release/20

19/1010.html)を評価する。 
本研究の実施期間は研究実施許可受領

後から 2025 年 3 月 31 日まで（研究対

象者登録締切日：2025 年 2 月 28 日）

を予定している。本報告書作成時点で

は試験完了をしておらず、組み入れら

れた症例数も限られている（初回評価

28 例、最終評価 16 例）ため、群間で

の比較は行わず、現段階での参加者の

初回評価及び最終評価の結果を提示

し、記述的に述べる。 

 

結結果果及及びび考考察察 

参加者の年齢は 50 代が最も多く、女

性は 7割程度であった。一方 70代及び

80 代の参加者の割合が高く、インター

ネットを活用することができていて

も、冊子の形態を好む参加者が特に高

齢者で高い可能性が示唆された。 
介護負担感を示す ZBI の平均は初回評

価時で 34.7点、最終評価時で 30.1点で

あり、介護負担度としては軽度からや

や中等度よりの集団であった。１ヶ月

終了後の介護負担度は集団が異なるも

ののわずかな改善を認めており、介護

対象者の QOL についてはわずかに低

下している。いずれの評価尺度の解釈

においても、両群を合わせた少数例で

の検討であり、今後症例数を積み増し

たところでどの程度群間差が出現する

かを注視する必要がある。 

満足度について、自由意見において構

造的な問題はなかった。一方で情報量

の多さに比して目の前の対象者に分か

りやすく当てはまる場面が少ない可能

性が示唆された。 

 

結結論論 
予定通り研究が終了することを期待す

る。引き続き組入れを続け、最終解析

においては群間差を統計学的に検討し

たい。 

 
引引用用文文献献 

 Arai Y, et al. Psychiatry Clin 
Neurosci. 1997 Oct;51(5):281-7. 

 Blom MM, et al. PLoS One. 2015 
Feb 13;10(2):e0116622.  

 Cristancho-Lacroix V et al. J Med 
Internet Res. 2015;17(5):e117.  

 Pot AM et al. World Psychiatry. 
2019;18(3):365-366.  

 Zarit SH et al. Gerontologist. 
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生生活活介介護護事事業業所所ににおおけけるる医医療療的的ケケアア者者  

受受けけ入入れれのの実実態態とと受受入入れれ促促進進要要因因  

研究者   橋本  憲祐¹⁾ 

共同研究者 長谷川 美香²⁾ 

所属名 

1）福井大学大学院医学系研究科看護学専攻 

2）福井大学医学部看護学科地域看護学 教授 

 

諸諸言言  

医療的ケアを必要とする人たちが病院や 

施設以外の「地域」で生活していることは、 

長く認知されていなかった¹⁾。しかし、近年

の医療の発展により「医療的ケア児」は約 2

万人と、この10年で倍増している ²⁾。さら

に、医療的ケア児が成人となることも珍しく

なくなり、医療的ケア児・者も地域で暮らし

ていけるような、地域共生社会へと向かって

いる¹⁾。 

2016 年の児童福祉法の一部改正や 2020 年

の医療的ケア児支援法施行に伴い、医療的ケ

ア児への支援体制は少しずつ整備され始めた

¹⁾。一方で、18歳以上の障害者を対象とした

障害者総合支援法では、医療的ケア者につい

ての規定はなく、医療的ケア者が適切な支援

を受けることができる仕組みにはなっていな

い。 

医療的ケア者が定期的に通う日中活動の場

は、「生活介護」が最も多い³⁾。しかし、生活

介護で医療的ケア者を受け入れるには課題も

多く、医療的ケア者を受け入れている事業所

は全体の約２割に留まっている⁴⁾。 

現在、医療的ケア者を対象とした調査・研

究は少なく、医療的ケア者の実態や支援につ

いて明らかにされていない。そこで、本研究

は、医療的ケアが日中活動の場として最も多

く通う生活介護事業所を対象に、全国調査を

実施し、生活介護事業所における医療的ケア

者の受け入れ実態と受け入れに関連する要因

を明らかにすることした。 

 

方方法法  

全国1,250ヶ所の生活介護事業所のサービ

ス管理責任者を対象に、郵送法またはWeb法

による無記名自記式質問紙調査を実施した。

調査項目は、対象者の特徴、医療的ケア者の

受け入れ状況、事業所形態、職員配置、連携

に関する項目とした。従属変数を医療的ケア

者受け入れ有無とし、独立変数を事業所形態、

常勤看護師が1人以上配置、医療的ケアが実

施できる介護福祉士・認定特定行為業務従事

者の有無、自立支援協議会所属の有無、在宅

医療介護従事者における顔の見える連携尺度

⁵⁾得点、行政担当者との関係とし、ロジステ

ィック回帰分析を行った。統計学的有意水準

は5％未満とした。 

本研究は、福井大学医学系研究倫理審査委

員会の承認を得た（番号：20220218）。 

結結果果  

550事業所（回収率44.6％）から回答が得

られ、医療的ケア者受け入れありは39.8％で

あった。サービス管理責任者歴は 74.1 ヶ月

（±55.5）、職種は介護福祉士が 239 人

(46.3％)、事業所形態は多機能型が210事業

所（40.2％）であった。職員配置として、看

護師は1.2人（±1.2）、医療的ケアが実施で

きる介護福祉士0.7人（±1.9）、認定特定行

為業務従事者0.5人（±1.8）であった。自立

支援協議会に所属は337事業所（65.1％）、日

頃から行政担当者に相談できるは5点満点中

3.3 点（±1.1）、在宅医療介護従事者におけ

る顔の見える関係評価尺度得点は、90点満点

中61.6点（±11.3）であった。 

医療的ケア者受け入れには、常勤看護師が

1人以上配置（オッズ比5.629、p=<0.001）、

認定特定行為業務従事者あり（オッズ比

7.641、p=<0.001）、自立支援協議会に所属（オ

ッズ比 1.627、p=0.044)が正の関連要因、日

頃から行政担当者に相談できる（オッズ比

0.795、p=0.048)が負の関連要因として抽出さ

れた。 
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考考察察  

生活介護において、医療的ケア者の受け入

れを促進するためには、医療的ケア実施可能

な職員の配置が必要不可欠である。今後は、

看護師や認定特定行為業務従事者の配置を促

す取り組みが必要であると考える。 

次に、自立支援協議会とは地域の障害福祉

関係者が集まり、地域課題の解決に向け関係

機関とのネットワーク構築、社会資源の開発

等を行う協議の場であり、全国98％の市町村

で設置されている⁶⁾。また、自立支援協議会

を活用し、個別支援会議を行なっている自治

体も多い⁷⁾。多職種・他機関と個別支援会議

を通し、事例を積み上げ、医療的ケア者支援

の知見を広げていくことが、自事業所での医

療的ケア者支援の対応力向上にもつながると

考える。 

「日頃から行政担当者に相談できる」は負の

要因として抽出された。現在の医療的ケア者

支援は、事業所と行政が直接的に連携・相談

するというよりも、障害者のマネジメントを

行う相談支援専門員と行政が、同行訪問⁸⁾や、

定期的に会議を設け情報共有⁹⁾を行っている

状況にある。相談支援専門員が軸となり、事

業所と行政を繋いでいる状況が今回の結果に

至ったのではないかと考える。しかし、行政

担当者と事業所が直接やりとりできる関係構

築も必要であると考える。行政担当者が事業

所の抱える課題や地域課題を直に把握し、実

態に応じた施策化・事業化をしていくことで、

医療的ケア者支援の促進につながると考える。 

結結論論  

医療的ケア者受け入れには、常勤看護師や

認定特定行為業務従事者など医療的ケアが実

施可能な職員配置と、自立支援協議会など地

域の多職種・他機関によるサポート体制構築

の必要性が示唆された。一方で、生活介護事

業所と行政担当者との連携には課題があり、

今後は医療的ケア者受け入れに向けた関係構

築が重要である。 

引引用用文文献献  

1） 中村知夫;医療的ケア児に対する小児在
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医医療療的的ケケアア児児等等ココーーデディィネネーータターーのの活活動動状状況況

とと課課題題にに関関すするる調調査査研研究究  

――地地域域ににおおけけるる効効果果的的なな運運用用をを目目指指ししてて―― 

研究者   小田島 朋 1) 

共同研究者 齋藤 崇志 1) 

所属名    

1) 国立障害者リハビリテーションセンター 

研究所 障害福祉研究部 

 

緒緒言言  

 医療的ケア児は人工呼吸器や経管栄養など

の医療デバイスを日常的に必要とする小児で

ある。在宅で生活する医療的ケア児は 2022 年

に 20,385 人いると推計され、2007 年の 8,438

人から 2.4 倍の増加傾向にある 1)。主に家族

がケアの担い手となり、訪問看護や訪問介護、

訪問リハビリなど在宅サービスを利用しなが

ら過ごしている。そのため、親の多くは子ど

ものケアを中心とした生活を余儀なくされ、

睡眠不足や慢性の疲労状態、就業・復職の困

難、社会的孤立など様々な課題を抱えている。 

医療的ケア児等コーディネーター(以下、コ

ーディネーター)は、前身を重症心身障害児者

等コーディネーターに持ち、医療的ケア児等

に対する適切なサービスの提供や地域の実情

に応じた支援を働きかける役割として、2017

年から医療・福祉の施設や行政の関連施設に

配置されている。2021 年６月に成立した「医

療的ケア児及び家族に対する支援に関する法

律」の附帯決議 2)には「医療、保健、福祉、教

育、労働等に関する業務を行う関係機関及び

民間団体をネットワーク化して相互の連携を

促進する」役割が明記され、発展的な位置づ

けがされている。一方、厚生労働省が 2022 年

に公表した調査 3)によると活動状況には課題

があることがわかった。「コーディネーターの

役割・業務が明確でない」、「他業務と兼務の

ため十分な活動ができない」など具体的な役

割や業務の不明確さなどが挙げられており、

活動不全の状態にあることが推測される。し

かしながら在宅で過ごす医療的ケア児が今後

も増加することが予想される中で、コーディ

ネーターが果たす役割が大きいと思われる。

以上を前提として、本研究ではコーディネー

ターを対象としたアンケート調査を行い、地

域における効果的な運用に関する示唆を得る

ため、所属組織における活動内容と課題を明

らかにする。 

 

方方法法  

 ５都県３政令市のホームページにおいてコ

ーディネーターの配置先の一覧が公表されて

いる 551 の機関・施設を宛先として、577 のコ

ーディネーターを対象とした無記名自記式の

質問紙を使用した郵送法によるアンケート調

査を実施した。 

 調査期間は 2024 年１月 19 日～2024 年２月

22 日、本報告書作成の関係から、２月 15 日ま

でに回収した調査票のデータに基づいた内容

を集計対象とした。アンケート項目は対象者

の属性(所属組織の種別・保有資格・勤務先業

務期間）、職歴における医療的ケア児と家族の

関連業務に従事した期間、活動状況（内容・他

機関との連携状況活動における課題等）だっ

た。単純集計とクロス集計のデータに基づき、

活動内容及び課題と感じている内容について

全体と所属組織別の傾向を整理した。 

 本研究は、国立障害者リハビリテーション

センターの倫理審査委員会の承認(2023-095)

を得て実施した。以下、単位の表記のない数

値はすべて回答者数を示している。 

 

結結果果  

 解析対象となった有効回答は 159 であった

(有効回答率は 27.6％)。 

 回答者の所属先は主に計画相談支援事業所

74(46.5％)、基幹相談支援センター14(8.8％)、

自治体 (障害福祉課、子ども福祉課、健康福

祉課等)12(7.5％)、訪問看護ステーション

10(6.3％)だった。従事している資格は相談支

援専門員 91(57.2％)が最も多く、次いで看護

師・准看護師 24(15.1％ )、社会福祉士
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13(8.2％)、保健師 13(8.2％)等だった。 

 所属先別の活動内容については、計画相談

支援事業所と基幹相談支援センターにおいて

は主に「相談支援専門員としてのサービス調

整」、「社会資源の情報提供」、「個別支援の会

議の参加」を行っていた。自治体は「個別支援

の会議の参加」と「医療的ケア児の課題の整

理や行政への提言を行う協議の場の運営」、

「社会資源の情報提供」を行っていた。訪問

看護ステーションでは「退院支援」、「家族の

就労支援に関するレスパイトの調整」、「小学、

中学、高校いずれかの就学・転校の調整」とい

った医療的ケア児と家族の個別ニーズに応じ

た支援や保育、教育分野の調整を行っていた。 

 課題については、いずれの組織においても

「社会資源の情報把握が困難」の回答が多く、

計画相談支援事業所、基幹相談支援センター

では「知識・経験の不足」、「関係機関に対する

コーディネーターの周知不足」、保健所・保健

センターと発達支援センターでは「コーディ

ネーター間のつながりがなく、地域での活動

方法がわからない」ことが課題となっていた。 

 

考考察察  

 調査の結果から、コーディネーターの活動

内容は、所属組織により差異があると考えた。

図はコーディネーターの所属組織別に活動内

容の傾向を整理したものである。活動内容を

個別支援(発達支援、家族支援)と地域支援(支

援体制の構築、協議の場の運営)に区分し、座

標上に組織を示した(図)。発達支援センター、

障害児支援サービス事業所等に所属するコー

ディネーターは主に発達支援を、訪問看護ス

テーション、計画相談支援事業所、基幹相談

支援センターのコーディネーターは主に家族

支援に関する活動に従事していると考えた。

一方、自治体と保健所・保健センターのコー

ディネーターは、主に地域支援を担っている

と考えた。医療的ケア児支援センターのコー

ディネーターは個別支援と地域支援の両方に

関する活動に従事していると考えた。 

 活動を阻害する要因として、「社会資源の情

報集約と周知、組織別の具体的な活動内容の

把握、個人の知識・経験がいずれも不足」して

いた。対応として、地域の情報を一元化して

集約・周知する機関の指定、中小規模な研修

の機会を設定し、地域の支援者やコーディネ

ーター同士の関係づくりを促進することが必

要である。 

 

図 所属組織別の活動内容の傾向 

 

結結論論  

 活動状況は、コーディネーターの多くは活

動しているが活動内容は所属組織ごとに異な

っており、活動上の主な課題はコーディネー

ターの業務に必要な情報不足であった。 

 

引引用用文文献献  

1) 子ども家庭庁;医療的ケア児について. 

2) 衆議院厚生労働委員会;医療的ケア児及

びその家族に対する支援に関する法律案

に対する附帯決議:令和３年６月４日. 

参議院厚生労働委員会;医療的ケア児及

びその家族に対する支援に関する法律案

に対する附帯決議:令和３年６月 10 日． 

3) PwC コンサルティング合同会社;令和３

年度障害者総合福祉推進事業 医療的ケ

アの実態把握のあり方及び医療的ケア児

等コーディネーターの効果的な配置等に

関する調査研究事業報告書:2022 年.  

13(8.2％)、保健師 13(8.2％)等だった。 

 所属先別の活動内容については、計画相談

支援事業所と基幹相談支援センターにおいて

は主に「相談支援専門員としてのサービス調

整」、「社会資源の情報提供」、「個別支援の会

議の参加」を行っていた。自治体は「個別支援

の会議の参加」と「医療的ケア児の課題の整

理や行政への提言を行う協議の場の運営」、

「社会資源の情報提供」を行っていた。訪問

看護ステーションでは「退院支援」、「家族の

就労支援に関するレスパイトの調整」、「小学、

中学、高校いずれかの就学・転校の調整」とい

った医療的ケア児と家族の個別ニーズに応じ

た支援や保育、教育分野の調整を行っていた。 

 課題については、いずれの組織においても

「社会資源の情報把握が困難」の回答が多く、

計画相談支援事業所、基幹相談支援センター

では「知識・経験の不足」、「関係機関に対する

コーディネーターの周知不足」、保健所・保健

センターと発達支援センターでは「コーディ

ネーター間のつながりがなく、地域での活動

方法がわからない」ことが課題となっていた。 

 

考考察察  

 調査の結果から、コーディネーターの活動

内容は、所属組織により差異があると考えた。

図はコーディネーターの所属組織別に活動内

容の傾向を整理したものである。活動内容を

個別支援(発達支援、家族支援)と地域支援(支

援体制の構築、協議の場の運営)に区分し、座

標上に組織を示した(図)。発達支援センター、

障害児支援サービス事業所等に所属するコー

ディネーターは主に発達支援を、訪問看護ス

テーション、計画相談支援事業所、基幹相談

支援センターのコーディネーターは主に家族

支援に関する活動に従事していると考えた。

一方、自治体と保健所・保健センターのコー

ディネーターは、主に地域支援を担っている

と考えた。医療的ケア児支援センターのコー

ディネーターは個別支援と地域支援の両方に

関する活動に従事していると考えた。 

 活動を阻害する要因として、「社会資源の情

報集約と周知、組織別の具体的な活動内容の

把握、個人の知識・経験がいずれも不足」して

いた。対応として、地域の情報を一元化して

集約・周知する機関の指定、中小規模な研修

の機会を設定し、地域の支援者やコーディネ

ーター同士の関係づくりを促進することが必

要である。 

 

図 所属組織別の活動内容の傾向 

 

結結論論  

 活動状況は、コーディネーターの多くは活

動しているが活動内容は所属組織ごとに異な

っており、活動上の主な課題はコーディネー

ターの業務に必要な情報不足であった。 

 

引引用用文文献献  

1) 子ども家庭庁;医療的ケア児について. 

2) 衆議院厚生労働委員会;医療的ケア児及

びその家族に対する支援に関する法律案

に対する附帯決議:令和３年６月４日. 

参議院厚生労働委員会;医療的ケア児及

びその家族に対する支援に関する法律案

に対する附帯決議:令和３年６月 10 日． 

3) PwC コンサルティング合同会社;令和３

年度障害者総合福祉推進事業 医療的ケ

アの実態把握のあり方及び医療的ケア児

等コーディネーターの効果的な配置等に

関する調査研究事業報告書:2022 年.  
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諸諸言言  

超高齢多死社会を迎え、医療の高度化

が進む日本では、平均在院日数の短縮や

在宅医療の推進により、在宅患者数が増

加の一途を辿っている 1）。しかしケアの 

担い手不足のため、限られた人的資源を

活用する必要がある。2010 年からはこれ

らの課題に対する一方策として看護職の

役割拡大が議論され、2014 年には「特定

行為に係る看護師の研修制度」が創設さ

れた。特定行為研修制度の特徴は、特定

行為研修修了者が手順書を用いた包括的

指示を積極的に活用することで、従来よ

りも患者の状態に応じて自由に判断でき

る裁量を得たことにある 2）。しかし先行 

研究では、特定行為研修修了者の臨床能

力や裁量を活かした思考過程や判断の全

体像は明らかにされていない。加えて訪

問看護師は、医師不在の場で単独で訪問

するため、臨床判断の内容が周囲から見

えづらく、判断においては個人の経験に

依存しやすいことが予想される。 

本研究の目的は、特定行為研修を修了

した訪問看護師を対象に、臨床判断の内

容を質的に明らかにすることである。 

 

方方法法  

訪問看護ステーションもしくは医療機

関に所属しながら特定行為研修修了者とし

て 2 年以上の在宅ケアの経験を有している

看護師を対象とし、利用者宅への訪問場面

の参加観察と訪問前後のインタビューを実

施した。研究協力者の保有資格や特定行為

研修の修了区分数は問わないこととした。 

分析は Tanner の臨床判断モデル 3）を参

考に研究協力者の訪問時の気づきに着目し

臨床判断の一連のプロセスが語られている

内容について整理し、コードを作成した。

その後 Mayring の質的内容分析 4）の手法を

用いて、各研究協力者の臨床判断の内容の

類似点や相違点を比較し、カテゴリを抽出

した。 

  

結結果果  

 研究協力者は、特定行為研修を修了した

訪問看護師 5 名であった。看護師経験年数

は平均 19.0 年、訪問看護経験年数は平均

8.4 年、特定行為研修修了後の経験年数は

平均 6.4 年であった。研究協力者の修了し

た特定行為の区分は 1 区分から 21 区分ま

で多様であった。 

研究協力者 1 名につき訪問看護の利用者

5〜8 名がデータ収集の対象となり、合計

31 名の訪問看護の利用者がデータ収集の対

象となった。利用者の年齢は 30 歳代 1

名、40 歳代 1 名、50 歳代 3 名、60 歳代 3

名、70 歳代 9 名、80 歳代 9 名、90 歳代 5

名であり、性別は男性 16 名、女性 15 名で

あった。 

データ収集の対象となった訪問看護の利

用者について臨床判断の内容を概観すると

【身体機能や生活動作に関する判断】【心

身の症状・症候に関する判断】【医療的処

置や管理に関する判断】【薬剤の使用に関

する判断】がなされていた。 

【身体機能や生活動作に関する判断】で

は、運動機能や呼吸機能、栄養管理、嚥下

機能、排便管理、入浴の可否などの判断が

なされていた。 

特特定定行行為為研研修修をを修修了了ししたた訪訪問問看看護護師師のの

臨臨床床判判断断にに関関すするる質質的的研研究究  

研究者   後藤 智美 1） 

共同研究者  

酒井 郁子 2）、佐伯 昌俊 2）、西宮 岳 2）、 

廣田 和人 1) 

所属名 

1）千葉大学大学院 看護学研究科  

2）千葉大学大学院 看護学研究院 
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【心身の症状・症候に関する判断】で

は、疼痛管理、貧血症状、悪心・嘔吐、

浮腫、消化管出血、血圧の変動など身体

の症状・症候に関する内容のほか、不

眠、不安、意識障害、易怒性といった精

神症状に関する判断がなされていた。 

【医療的処置や管理に関する判断】で

は、創傷管理、気管カニューレ管理、胃

ろう管理、ストマ管理、腎ろう管理、膀

胱留置カテーテルの管理、補液の必要性

などの判断がなされていた。 

【薬剤の使用に関する判断】では、パ

ーキンソン病薬の薬効、抗うつ薬の薬

効、外用薬の変更など、薬剤の使用や薬

効の評価に関する判断がなされていた。 

 その他、看取りに携わる家族や介護者

へのケアに関する判断や、利用者の心身

の状態を踏まえて適切な療養環境を検討

するといった判断がなされていた。 

 

考考察察  

本研究の研究協力者は、いずれも特定

行為研修修了後 5 年以上の実践経験を有

しており、訪問看護の経験年数は 3 年以

上であった。特定行為研修修了後に一定

期間以上の経験を有していることから、

自組織における役割を確立した状態であ

ることが推測された。研究協力者の修了

した特定行為の区分は多様であったが、

いずれの研究協力者も特定行為研修の共

通科目を修了していることから、実践の

基盤となる知識や技術は共通して有して

いると考えられた。また各研究協力者の

専門性により、得意とする知識や技術に

相違があることが推測された。 

結果からは、特定行為研修を修了した

訪問看護師は、身体機能や生活動作に関

する判断、心身の症状・症候に関する判

断、医療的処置や管理に関する判断、薬

剤の使用に関する判断など、多岐にわた

る臨床判断をおこなっていることが明ら

かになった。特に身体機能や生活動作に

関する判断は、暮らしを支える訪問看護

師として必須となる能力であり、いずれ

の研究協力者もこのような能力を基盤に

症状や症候に関する原因の推論や予測に

基づいた臨床判断をおこなっていた。こ

れらの特徴は特定行為研修で養う臨床推

論力や病態判断力を反映していることが

推測された。 

 

結結論論  

本研究では、特定行為研修を修了した

訪問看護師の臨床判断の内容を質的に明

らかにした。特定行為研修を修了した訪

問看護師は、身体機能や生活動作に関す

る判断、心身の症状・症候に関する判

断、医療的処置や管理に関する判断、薬

剤の使用に関する判断など、多岐にわた

る臨床判断をおこなっていることが明ら

かになった。 

 

引引用用文文献献  

1） 厚生労働省; 第８回在宅医療・介護連

携に関するワーキンググループ、参考

資料 1（検索日 2023 年 7 月 20 日）. 

2） 平林勝政; 保健医療福祉職の自律と

法、保健医療社会学論集、25(2): 7-

17、2015. 

3） Tanner, C. A.; Thinking like a 
nurse: a research-based model of 

clinical judgment in nursing. J 

Nurs Educ, 45(6): 204-211, 2015. 

4） Philipp Mayring; Qualitative 
Content Analysis, Forum 

Qualitative Sozialforschung Forum: 

Qualitative Social Research, 1(2): 

2000. 
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入入院院にによよっってて心心身身のの状状態態がが低低下下ししたた高高齢齢患患

者者・・家家族族のの在在宅宅生生活活へへのの適適応応をを促促すすたためめのの  

訪訪問問看看護護師師ののアアセセススメメンントト視視点点おおよよびび看看護護

実実践践内内容容のの明明確確化化  

－－退退院院直直後後のの特特別別訪訪問問看看護護指指示示期期間間中中のの訪訪

問問看看護護にに焦焦点点ををああてててて－－  

研究者     関口 亮子１） 

共同研究者  

石川 武雅１）、深田 悠花１）、高島 佳之２） 

１）ななーる訪問看護デベロップメントセン

ター 

２）梅花女子大学看護保健学部看護学科 

緒緒言言 

退院直後の患者や家族は療養上および介護

上の困難を抱えている。訪問看護師の役割

は、退院直後の在宅生活への移行期において

患者や介護を担う家族の日常生活への適応を

促すことである。訪問看護師は退院直後の患

者に特別訪問看護指示書に基づき退院後14

日以内は頻回に訪問できる。この14日間は

患者や家族が在宅生活に適応するうえでの要

の期間であるが、この期間に患者や家族の日

常生活への適応を促すために集中的に実施さ

れた看護実践の調査は無い。 

  

目目的的  

退院直後の特別訪問看護指示期間中の訪問

看護実践に焦点を当てて、入院によって心身

の状態が低下したり、医療処置が退院後も必

要となった患者と家族の在宅生活への適応を

促すための訪問看護師のアセスメント内容、

課題や問題に対する看護の方向性、実施した

ケアの内容を明らかにする。それらから、特

別訪問看護指示期間中の看護実践の特徴を検

討する。 

  

方方法法  

質的記述的研究デザイン。3年以上の訪問

看護経験を有し、特別訪問看護指示書の「一

時的に訪問看護が頻回に必要な理由」が「退

院直後」と記載がある指示に基づく訪問の経

験がある看護師を対象とした。半構造化面接

による調査内容は、研究参加者の概要、患者

や家族の状態のアセスメント内容、課題や問

題に対する看護の方向性、実施したケアの内

容であり、質的帰納的に分析した。調査期間

は2023年 8月～2024年 2月であった。梅花

女子大学研究倫理審査委員会の承認を得て実

施した。 

  

結結果果おおよよびび考考察察 

（１）対象者の概要 

 関西地区の都市部のステーションに勤務す

る訪問看護師8名から協力を得た。挙げられ

た事例には、誤嚥性肺炎の入院治療後、入院

によるADL低下（脳梗塞後の片麻痺、COVID-

19、その他疾患を限定しない事例）、腹膜透

析導入、ストーマ造設後、インスリン自己投

与開始、胃瘻造設、喘息の吸入開始があっ

た。 

（２）特別訪問看護指示期間中の訪問看護師

のアセスメント内容、看護の方向性、実施し

たケアの内容 

 アセスメント内容は3コアカテゴリー、看

護の方向性は3コアカテゴリー、ケア内容は

6カテゴリーが各々導出された。各コアカテ

ゴリーの内容の関係性を検討して統合し、看

護実践の特徴を検討した(表1）。特徴ごとに

考察を述べる。 

１）訪問看護を受け入れて任せてもらえる関

係を構築しつつ、生活の意向と身体機能とを

統合して利用者像を把握する 

看護師は、生活への意向という価値や信念

に関わる事を全体像の一部としてアセスメン

トした。退院直後に生活の意向を把握する関

りは、身体機能低下があっても自分らしく生

活するための長期的な支援の上で欠かせな

い。また看護師は残存機能もアセスメントし

ており、老々介護が多い中で、利用者の残存

機能をアセスメントして機能を最大限活用し

た起居動作の実施は、介護者の介護負担軽減

において重要である。 
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２）身体機能の低下や医療的ケアを要する状

況であっても、退院直後から在宅生活が成り

立つように、多職種と連携しつつ居住環境や

サービスの調整をタイムリーに行う 

介護力が低い、もしくは同居の介護者が居

ない状況でも、退院直後から在宅で24時間

の生活が成り立つための日常生活や医療処置

に対する看護支援の必要性のアセスメントが

重視された。食事やライフラインという自宅

で生活するための生活基盤を整えるケアをも

看護師が特別訪問看護指示期間中に実施して

いることは、本研究で初めて示された。 

３）身体状況やケア方針の共通認識を図り、

利用者や家族の負担感を考慮しながら、柔軟

な目標で医療的処置の習得やADL向上を支援

する  

在宅の場では家族や本人が主たるケアの担

い手となる。介護に向き合うには先の見通し

や今後の病状悪化の予測が必要 1)であり、身

体機能や今後の見通しを共通認識するケアは

重要である。患者や家族は医療処置や介護へ

の負担感がある 2)3)。看護師は、退院直後の

不安が高まる時期に、負担感を考慮して状況

に応じた知識や技術の獲得に向けた柔軟な目

標設定や日々の経過を見ながらのADL向上

を、看護の方向性として関わっていた。 

  

結結語語  

看護師は、頻回に訪問できる特別訪問看護

指示期間を活用し、生活の意向および介護負

担軽減のための身体機能のアセスメントの実

施、ならびに24時間の在宅生活が成り立つ

ように食事やライフラインといった生活基盤

を整えるサービス調整を実施していた。ま

た、在宅での療養や介護を自分事として引き

受けられるように利用者や家族と共通認識を

図ったり、ADL拡大や医療処置に関して利用

者や家族の負担感を考慮して柔軟に目標を設

けて関わっていた。 

 

  

  

引引用用文文献献  

1）竹内千夏, 藤本さとし, 吉本 知恵:医療依存度の高い高

齢者の退院支援の検討.香川県立保健医療大学雑

誌.8.33−40:(2017) 

2) 長江弘子：在宅移行期の家族が生活の立て直しのプロセ

ス－家族介護者にとって生活の安定とは何かに焦点を当

てて－:聖路加看護大学紀要.33(3):17-25(2007) 

3) 岩田尚子, 石垣和子, 伊藤隆子:在宅療養移行期に在宅

療養生活に対して独居高齢者が抱く心配とその変化. 千

葉看会誌. 20(2): 21-19(2015) 

表表１１  特特別別訪訪問問看看護護指指示示期期間間中中のの看看護護実実践践のの特特徴徴  
ｺｱｶﾃｺﾞﾘｰの内
容を統合した
看護実践 

１１．．訪訪問問看看護護をを受受けけ入入れれてて任任せせててもも
ららええるる関関係係をを構構築築ししつつつつ、、生生活活のの意意
向向とと身身体体機機能能ととをを統統合合ししてて利利用用者者像像
をを把把握握すするる  

コ
ア
カ
テ
ゴ
リ

� ｱｾｽﾒﾝ
ﾄ内容 

残存機能や回復過程と、生活への意
向とを統合して利用者像を把握する 

看 護
の 方
向性 

任せてもらえる関係性の構築 

ｹ ｱ 内
容 

訪問看護を受け入れ、介入させても
らえるように関わる 

   
ｺｱｶﾃｺﾞﾘｰの内
容を統合した
看護実践 
 

２２．．身身体体機機能能のの低低下下やや医医療療的的ケケアアをを
要要すするる状状況況ででああっっててもも、、退退院院直直後後かか
らら在在宅宅生生活活がが成成りり立立つつよよううにに、、多多職職
種種とと連連携携ししつつつつ居居住住環環境境ややササーービビスス
のの調調整整ををタタイイムムリリーーにに行行うう  

コ
ア
カ
テ
ゴ
リ
� 

ｱｾｽﾒﾝﾄ
内容 

身体機能の低下や医療的ケアを要す
る状況であっても、退院直後から在
宅生活を成り立たせるためのケアと
して何が必要か把握する 

ｹｱ内容 

身体機能の低下や医療的ケアを要す
る状況であっても、退院直後から在
宅生活が成り立つ居住環境やサービ
スを整える 
状況に応じて専門性を考慮しながら
他職種とタイムリーに連携を図る 

   
ｺｱｶﾃｺﾞﾘｰの内
容を統合した
看護実践 

33..  身身体体状状況況ややケケアア方方針針のの共共通通認認識識
をを図図りり、、  利利用用者者やや家家族族のの負負担担感感をを考考
慮慮ししななががらら、、柔柔軟軟なな目目標標でで医医療療的的処処
置置のの習習得得やや AADDLL 向向上上をを支支援援すするる  

コ
ア
カ
テ
ゴ
リ
� 

ｱｾｽﾒﾝﾄ
内容 

利用者や家族の療養や介護に関わる
思いや負担を確認する 

看護の
方向性 

利用者や家族の個別性に応じた知
識・技術獲得の柔軟な目標設定 
日々の経過を見ながらの ADL 向上 

ｹｱ内容 

身体状況とケア方針について利用者
や家族と共通認識できるように働き
かける 
頻回訪問によって、身体機能回復に
向けた集中的な介入や、知識・医療
的手技・療養行動の獲得に向けた関
りを重ねる 
利用者や家族の、新たに習得すべき
処置や介護のある生活での負担感を
軽減したり、安心感を得られるよう
に関わる 
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【研究Ⅰ -６】

訪訪問問看看護護管管理理者者ののリリーーダダーーシシッッププのの概概念念分分

析析とと尺尺度度開開発発にによよるるモモデデルル検検証証  

研究者     上元 達仁 1） 

共同研究者  池崎 澄江 2） 

所属名 

1）千葉大学大学院看護学研究院 

2）千葉大学大学院看護学研究科 

  

緒緒言言  

本邦は，医療制度の改正などで入院期間の

短縮化に伴い，療養先は病院から地域へ移行

が進んでおり，要介護・要支援認定者の人数

は2021年で666万人 1)，在宅で過ごす障害者

が約 900 万人との報告から 2)，人々が住み慣

れた地域で安心して療養生活を送れるよう支

援する訪問看護師の役割や必要性は，今後よ

り一層社会全体に求められる．一方で，訪問

看護師の就業者数は伸び悩んでおり，その要

因の一つに離職率が高いという課題があり 3)，

今後で地域包括ケアシステムの需要と供給の

バランスが保てず，在宅医療の質の低下を招

く可能性が懸念される． 

 国際看護師協会(ICN)は「リーダーシップ」

の重要性を掲げており 4)，先行研究では，リ

ーダーシップの発揮はスタッフの就業継続に

影響を与え 5)，看護の質は高く患者 QOL に影

響を与えると報告されていることから 6)，リ

ーダーシップの発揮できる管理者育成は就業

者数の増加に向けて有効と考えられる．一方

で，現在までに明らかにされているリーダー

シップは病院勤務の看護師を対象に行われて

おり，訪問看護師を対象としたリーダーシッ

プ研究は，国外で数件の報告に留まっており，

国内では報告されていない．  

 そこで，本研究では，看護師が働き続ける

上で重要な影響要因の一つである「リーダー

シップ」が訪問看護師の場合にどのような行

動であるか質的に探索し，訪問看護師のリー

ダーシップを定義することを目的とする．本

研究の結果を基にリーダーシップを評価でき

るツール（尺度）の開発を目指すことで，リ

ーダーシップが訪問看護スタッフの働き続け

る意思など，組織アウトカムにどのような影

響を与えるか評価することができる点で，訪

問看護における新たな知見を生み出し，訪問

看護管理者の育成や訪問看護師の増員に寄与

と，あらゆる人々のwell-being・地域包括ケ

アの実現に貢献できる点で一定の意義がある． 

  

方方法法  

機縁法を用いて，全国の訪問看護ステーシ

ョンおよび訪問看護部門のある病院・施設か

ら管理者 10 名と看護師スタッフ 10 名の合

計 20 名を対象とした．インタビュー内容は

管理者のリーダーシップ行動に関する内容で，

研究対象者ごとにインタビューガイドに基

づいて，1 回約 40〜60 分の半構造化インタ

ビュー調査を実施した．録音データから逐語

録を起こし，素データを作成し，分析は，

Steps for Coding and Theorizationを用い

て行った 7）． 

  

結結果果  

訪問看護師が働き続ける上で重要な管理者

のリーダーシップ行動は，“スタッフに対し

て平等かつ公平な対応”を表す〈公正性〉な

どを含む9つのサブカテゴリーで構成された

【心理的安全性】，“スタッフに責任を持たせ，

業務のタスクを委譲する”を表す〈権限委譲〉

などを含む8つのサブカテゴリーで構成され

た【人を動かす力】，“感情的な発言や指導は

しないよう感情の自己コントロール”を表す

〈自己認識力〉などを含む8つのサブカテゴリ

ーで構成された【Emotional Intelligence（以

下，EQ）】，“状況や内容に応じて優先順位を

考慮した判断力”を表す〈状況判断力〉など

を含む8つのカテゴリーで構成された【高度な

実践力】，“自ら率先して困難な業務に取り組

む”を表す〈率先力〉などを含む6つのカテゴ

リーで構成された【率先垂範】の5つのカテゴ

リーで構成されていた． 
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考考察察  

訪問看護管理者のリーダーシップの行動は

【心理的安全性】，【人を動かす力】，【EQ】，【高

度な実践力】，【率先垂範】の5つのカテゴリ

ーで多岐に渡る内容で構成されていた．これ

は，訪問看護師の管理者は，病棟看護師の管

理者とは異なり，小規模な組織単位を統括す

ることが多いため 8），訪問看護管理者が単に

マネジメントを中心に行う管理職としての存

在ではなく，スタッフと同様に直接的な実践

能力や教育的な関わりなどの側面を含む役割

発揮が求められていることが示された結果と

考えられた．  

  

結結論論  

訪問看護師が働き続ける上で重要なリーダ

ーシップの行動として，管理者は【EQ】，【高

度な実践力】を備えながら，日 【々率先垂範】

してスタッフの【心理的安全性】を保たせて

【人を動かす力】を，状況に応じて実践する

ことでリーダーシップを発揮しているものと

考えられた． 

本研究で抽出されたリーダーシップの行動

には，病棟看護師の管理者を対象にしたリー

ダーシップ研究では報告されていない内容が

抽出されており，本研究における新たな知見

であり，日本の訪問看護管理者が実践する特

有のリーダーシップの行動であることが示唆

された． 
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高高齢齢者者ににおおけけるる肺肺炎炎にによよるる再再入入院院にに関関連連すす

るる因因子子のの検検討討  

研究者   後藤 昭彦 1） 

共同研究者 小宮 幸作 2）梅木 健二 1） 

所属名 

1）天心堂へつぎ病院 呼吸器内科 

2）大分大学医学部呼吸器感染症内科学講座 

 

緒緒言言  

肺炎は特に高齢者で再発しやすいが[1]、

実際にはどのような要因が再発に大きく寄

与しているのかを示すデータはほとんどな

い。本研究では、肺炎の再発による再入院

に、患者背景や生活様式が与える影響を調

査することを目的とした。 

 

方方法法  

市中肺炎で入院した 65 歳以上の患者を

対象とした。肺炎再発による再入院に関連

する因子を明らかにするために、退院後の

生活様式に関する郵送アンケート調査を実

施した。 

 

結結果果  

アンケートに回答した 117 人のうち、退

院後 1 年以内に死亡した 28 人を除外した

89 人が解析対象となった。89 人中 24 人

（27％）が退院後 1 年以内に肺炎で再入院

した。多変量解析の結果、脳血管疾患の既往

（オッズ比[OR]、3.912；95％信頼区間[CI]、

1.104-13.861；p＝0.035）と食事時の介助の

必要性（OR、2.225；95％CI、1.182-4.186；

p＝0.013）が肺炎再発による再入院と有意

に関連していた。口腔ケア回数や食事時の

体位は肺炎の再入院とは関連していなかっ

た。 

考考察察  

脳血管疾患の既往は誤嚥性肺炎の重大な

リスク因子とされており[2] 、これは今回の

研究結果と一致していた。食事時に介助を

必要とすることは、これらの人々に嚥下障

害が存在することを示している。例えば、自

分のペースで食事を取ることができないこ

とや、食べ物を咀嚼する十分な時間が確保

できないことは、誤嚥性肺炎のリスクを高

めると考えられる。実際に、食べる速度は栄

養状態と関連しており、誤嚥のリスクとな

ることが報告されている [3,4]。 

口腔ケア[5] および座位または 60 度の半

座位[6] は、誤嚥性肺炎のリスクを減少させ

ることが報告されている。しかし、本研究で

はこれらは肺炎再発による再入院とは有意

な関連を示さなかった。本研究では、ほぼす

べての患者が少なくとも 1 日 1 回は口腔ケ

アを受け、食事時には座位の姿勢であった

ため、有意差がつかなかった可能性がある。 

 

結結論論  

本研究では、脳血管疾患の既往のある患

者や食事時の介護が必要な患者は、退院後 1

年以内に再び肺炎で入院する可能性が高い

ことが明らかとなった。肺炎の再入院には

生活様式ではなく、宿主因子が大きく関連

していると考えられた。 

 

引引用用文文献献  
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【研究Ⅱ - １】

Ⅱ 病院から在宅療養への連携（病診連携、病院薬剤師と薬局薬剤師の連携、病Ⅱ 病院から在宅療養への連携（病診連携、病院薬剤師と薬局薬剤師の連携、病
院看護師と訪問看護師との連携及び訪問看護師同士の連携）に関する研究、院看護師と訪問看護師との連携及び訪問看護師同士の連携）に関する研究、
在宅医療・介護に関する研究在宅医療・介護に関する研究
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退退院院支支援援のの看看護護師師のの対対応応のの現現状状とと課課題題、、  

対対応応策策のの検検討討      

－－退退院院支支援援のの業業務務改改善善やや介介護護支支援援専専門門員員とと

のの連連携携向向上上にによよるる在在宅宅ケケアアをを推推進進すするる取取りり

組組みみ－－  

研究者   湯澤 まさみ 1)                  

共同研究者 

今福 恵子 2),高井 裕美 3),福山 圭吾 4)                                  

所属名 

1) 静岡県立大学看護学部客員共同研究員 

2) 豊橋創造大学保健医療学部看護学科 

3) 共立蒲原総合病院地域医療支援室 

4) 富士整形外科病院在宅支援部 
  

緒緒言言  

退院支援に従事する看護師は、療養生活の

支援に向けた重要な役割を担っている。特に

高齢者は複数の疾患や多様な課題を抱えるこ

とが多く、地域における医療連携や介護予防

に向けた支援の必要性は高いが、「退院時の

家族の理想と現状との乖離」「在宅サービス

導入への理解」等業務が多岐に渡り困難な状

況にある。その誘因に他機関との連携の不足

や医療機関の体制が内在しているのではない

か、又、在宅ケアを推進する人的・物的な社

会資源に関する課題も考えられる。 

目目的的  

在宅療養を継続する退院患者への退院支援

の看護師の対応の現状と課題を明らかにし、 

退院支援の業務の改善や介護支援専門員との

連携向上による在宅ケアの推進に寄与する。 

方方法法    

調調査査対対象象者者：：退院支援の看護師5名、介護

支援専門員は地域包括支援センター主任介護

支援専門員8名、居宅介護支援事業所介護支

援専門員20名。 

方方法法：：退院支援の看護師は、質問用紙とイン

タビューによる調査を実施した。主任介護支   

援専門員と介護支援専門員は質問紙調査票を

作成し実施した。 

倫倫理理的的配配慮慮等等：： 「関西国際大学研究倫理委員

会」の承認を得た (承認番号Ｒ5-20）。 

結結果果  

11,,退退院院支支援援のの看看護護師師のの調調査査：：困難事例：9 例

報告、、インタビュー ：11))患患者者やや家家族族にに対対すするる

対対応応：： 【在宅療養生活への理解と協力】【介護

サービス・金銭的問題へ対応】22))看看護護師師やや病病

院院のの改改善善：： 【対象患者の早期把握と対応シス

テムの活用】【退院支援の体制整備】【病棟と

の連携・退院後支援】33))「「退退院院療療養養計計画画書書」」

「「退退院院支支援援計計画画書書」」「「訪訪問問看看護護主主治治医医意意見見

書書」」：： 【内容の確認と活用把握】44..退退院院支支援援のの

対対応応のの規規約約やや手手引引きき：： 【規約に基づく運用】 55..

介介護護支支援援専専門門員員ととのの連連携携①地域包括支援セ

ンター主任介護支援専門：： 【連携状況の問題】

【地域ケア会議の目的履行】②居宅介護支援

事業所介護支援専門員：： 【退院支援の看護師

等との連携強化】【介護保険制度の周知】【介

護支援専門員の対応向上】等が抽出された。 

22..介介護護支支援援専専門門員員のの質質問問紙紙調調査査    

11))地地域域包包括括支支援援セセンンタターー主主任任介介護護支支援援専専門門

((11))退退院院支支援援のの看看護護師師ととのの連連携携：：対応困難な

事例:医療依存度が高い ・家族介護力欠乏 ・経

済的困難・独居がん末期 連携：電話連絡の

み4人 カンファレンス連絡：必要に応じて

６人 入院時情報提供、要支援は入院時情報

加算が無い(2)地地域域包包括括支支援援セセンンタターーがが実実施施

すするる会会議議::定期的に開催２人 主任介護支援

専門員として事例提供なし７人((33))「「退退院院診診

療療計計画画書書」」「「退退院院支支援援計計画画書書」」良く知っている

５人((44))病病院院のの退退院院支支援援にに関関ししてて問問題題点点やや改改

善善点点  窓口担当を決めて欲しい・カンファレ

ンス日時を早く教えて欲しい((55))行行政政等等ととのの

連連携携にに関関すするる問問題題やや改改善善必要な内容が伝わ

らない((66))人人的的物物的的ササーービビスス  サービス利用

者の増加、・ケアマネジャーの不足改善を図ら

ないと制度が崩壊する   

22))居居宅宅介介護護支支援援事事業業所所介介護護支支援援専専門門員員((11))退退

院院支支援援のの看看護護師師ととのの連連携携 ：電話連絡10人 カ

ンファレンスの参加11人 ((22))地地域域包包括括支支援援

セセンンタターー地域ケア会議殆ど参加していない 6

人((33))「「退退院院診診療療計計画画書書」」「「退退院院支支援援計計画画書書」」

【研究Ⅱ -２】

1515



 

活用していない 9 人具体的な記録が無い((44))

病病院院のの退退院院支支援援のの問問題題やや改改善善  ：：連絡なく退院

する、退院支援ナースやＭＳＷがいない病院

と連携が図りにくい  （（55））行行政政等等ととのの連連携携にに関関

すするる問問題題やや改改善善  ：：サロンや体操教室等移動手

段確保等課題が改善されない((66))人人的的物物的的ササ

ーービビスス人材各種サービス等社会資源の不足  

考考察察  

11..退退院院支支援援のの看看護護師師のの対対応応 1)患者や家族へ

の対応：：退院支援の看護師の負担軽減や地域

包括支援センターの介入改善、配置されてい

る専門職の活用が必要、相談窓口を明確にす

る等が考えられる。2)退院支援に関しての改

善  ：： 「情報システムの活用と改善」が求められ、

入院前から介入退院後外来へ引き継ぐ体制も

求めている。3) 「退院診療計画書」「退院支援

計画書」「主治医訪問看護師指示書」：介護支

援専門員との更なる連携向上に向けた「退院

支援計画書」が必要。4)退院支援対応の規約

や手引き：：県行政の指導を得る必要が考えら

れた。5)介護支援専門員との連携：①地域包

括センターの設置目的の履行②居宅介護支援

事業所ケマネジャーの業務改善等が必要。 

22..介介護護支支援援専専門門員員ととのの連連携携 11))地地域域包包括括支支援援

セセンンタターー主主任任介介護護支支援援専専門門員員 電話連絡が

多く ・「退院支援計画書」が活用されない ・地

域ケア会議少ない 退院支援の看護師へ要

望：窓口を決める 病院の退院支援の問題等 ：

窓口の一本化 行政等との連携：課題が伝わ

らない 人的物的サ-ビス：改善を図らないと

制度が崩壊する 22))居居宅宅介介護護支支援援事事業業所所介介護護

支支援援専専門門員員  連携方法：電話連絡10人 ・ 「退

院支援計画書」活用が難しい 退院支援の看

護師への要望：カンファレンスの対応・情報

提供が少ない 退院支援に関して要望：退院

の知らせが急で対応困難 行政等との連携：

移動手段確保等課題が改善されない 人的物

的サービス：社会資源不足への対応 退院支

援ナースＭＳＷが未設置の病院と連携が図ら

れない 

22..課課題題とと対対応応策策    

1) 「退院支援計画書」に具体的記録が少なく、

介護支援専門員の活用が図られていない。 

2)地域包括支援センター地域ケア会議で多重

課題事例や地域課題の検討がされていない。 

3)窓口の統一、入退院の適時適切化、人材や

サービス不足への対応強化が必要とされる。  

4)市町行政の対応改善、介護報酬の問題、人 

材・サ－ビスの確保等県行政にも働きかける。 

5)退院支援ナースやＭＳＷ未設置の病院と連

携向上には、行政と共に介護支援専門員連絡

協議会で検討していくことも考えられる。 

結結論論   

1.対応職員の増加の他に対応窓口の一本化や

患者情報対応システムの改善も求められる。 

2.「退院支援計画書」の内容充実、人材やサ

-ビス不足への対応、退院支援ナースやＭＳ

Ｗのいない病院に配置を図る対応が求めら

れる。・地域包括支援センターは行政機能も

持つ。専門職の確保や充実等適性配置を図

り住民への周知も求められる。 

研研究究のの成成果果  

1. 「退院支援計画書」（案）により、介護支援

専門員との連携向上や在宅ケアを推進して

いく。 

2.退院支援の看護師と介護支援専門員の支援

向上、介護保険の啓発等に向け「住民啓発

用リーフレット」を作成した。 

引引用用・・参参考考文文献献 

1.湯澤まさみ他：第13回日本在宅看護学会学

術集会プログラム抄録集,20, 2022 2.斎藤

順子; 高齢社会における対応困難事例とは何

か 愛知淑徳大学紀要 1-19,2006 3.宇都宮

宏子・三輪恭子編;これからの退院支援・退院

調整,第 1 版,日本看護協会出版会, 2019 年 

4.臺由佳他;地域・在宅看護論地域医療を支え

るケア 第7版,46,メディカ出版,2022年 5.

公益社団法人日本看護協会編;複雑かつ多重

課題事例を支援する事例検討会の手引き, 

公益社団法人日本看護協会,2023 年 6.第 8

次静岡県保健医療計画 2018～2023 年

度,39-127 7.ふじパワフル 85 計画ＶⅡ 

2024～2026年度, 25-52  

1616



【研究Ⅱ -３】

ケケアアママネネジジャャーーのの訪訪問問ににおおけけるるリリハハビビリリテテ

ーーシショョンン専専門門職職ののアアセセススメメンントト同同行行訪訪問問のの

効効果果検検討討（（中中間間報報告告））  

研究者     下川 貴大 1） 

共同研究者 

安井 博規 1），上田 将也 2），松下 敬子 3）， 

塚本 はつみ 4） 

所属名 

1）医療法人弘清会四ツ橋診療所 

2）大阪公立大学 

3）株式会社ウィズ 

4）西区地域包括支援センター 

  
緒緒言言  
わが国では超高齢社会を迎え地域包括ケ

アシステムの構築が進められている。高齢

者数が増加する中で要介護・要支援認定者

数は年々増加しており、特に軽度者(要支援

1〜要介護 2)での認定率の増加
１）

が課題と

なっている。要介護者の重度化防止は医療・

介護費の抑制においても重要な観点である。 
本研究では、リハビリテーション専門職

（以下リハ職）がケアマネジャー (以下 
CM)の訪問に同行し、アセスメントするこ

とで、早期から生活課題の改善を進めるた

めのケアプラン構築を可能にすることがで

きると仮説を立て、検証を行うこととする。

自立支援に対する効果が認められれば、今

後の新たなリハビリテーション専門職の関

わり方に繋がる可能性がある。今回は中間

報告として、現時点で収集できたケースに

ついての報告をまとめた。 
  
方方法法  
対象者）地域在住の要支援・要介護認定を受

けた 40 歳以上対象者 
同意を得られた者に関し、以下の内容を実

施する。 
同意を得られた 40 名を対象に、半数はリ

ハ職が対象者の心身・環境評価を行い、CM 

に助言する。半数は従来通り CM が単独で

訪問する。収集するデータは、年齢、性別、

身長、体重、主疾患、既往歴、介護度、家族

構成などの基礎データと、メインアウトカ

ム で あ る  Barthel Index( 以 下  BI) と 
Frenchay Activities Index(以下 FAI)、サブ

アウトカムである生活機能評価表とする。

効果判定として訪問時にベースライン評価

を行い、3 ヶ月後に中間評価、6 か月後に

最終評価を行う。 
  
結結果果  
現時点で３ヶ月時点の評価が実施できた

ケースを対象に結果を報告する。 
現時点での総数は、リハ職からの助言あり

ケースが 14 ケース（A 群）、助言なしのケ

ースが 4 ケース（B 群）となった。（他ケー

スは評価継続中） 
A 群は年齢平均 81.4 歳、男性 5 名、女性

9 名、介護度は要支援 1：6 名、要支援 2：
3 名、要介護 1：3 名、要介護 2：1 名、要

介護 3：1 名であった。B 群は年齢平均 87.3
歳、女性４名、介護度は要支援 1：3 名、要

支援 2：1 名であった。 
A 群では、BI において向上３名、維持 10

名、低下１名であり、FAI において向上 10
名、維持 3 名、低下 1 名、生活機能評価表

において向上 10 名、維持 2 名、低下 2 名で

あった。平均値（初回：３ヶ月）は各項目で

BI（87.5：89.6）、FAI（15.6：20.3）、生活

機能評価表（59.4：66.2）となり、全項目に

おいて維持・向上する事例が多い傾向が見

られた。 
 B 群では、BI において維持３名、低下１

名であり、FAI において維持 3 名、低下 1
名、生活機能評価表において向上 1 名、維

持１名、低下２名であった。平均値（初回：

３ヶ月）は各項目で BI（98.8：97.5）、FAI
（28.0：27.3）、生活機能評価表（85.3：84）
となり、全項目において維持・低下する事例
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が多い傾向が見られた。 
  
考考察察  
今回、リハ職が CM の訪問に同行し、アセ

スメントした内容（ICF の視点での評価、

生活課題のアセスメント、自立支援に基づ

くプランの提案等）を CM に共有すること

で、初回から 3 ヶ月時点での ADL、IADL
項目に維持・向上が見られる傾向があるこ

とが分かった。 
内田２）は在宅ケア利用者の日常生活活動

(以下  ADL)、手段的日常生活動作 (以下 
IADL)、意欲を改善するケアの特徴として

自立を促す見守り、部分介助、在宅でのリハ

ビリの工夫等が挙げている。また、由利ら３）

は活動や参加レベルの向上を支援する「生

活目標設定手法」を導入することで、予防事

業対象者の介護予防と主観的健康感の向上

に及ぼす効果を調査し、その効果を報告し

ている。石橋ら４）、野本ら５）も同様に、訪問

型・短期集中予防サービスにおける OT の

介入による効果を報告している。 
総合事業においては、リハ職に具体的な生

活課題のアセスメントや活動・参加レベル

での目標設定が求められることが多く、そ

ういった視点が総合事業での介入において

効果が高いと言われている。今回の研究で

も同様の関わりがあったことで、対象者の

自立に繋がる傾向が高くなったのではない

かと考える。 
  
結結論論  
今回の中間報告では、地域在住の要支援・

要介護認定を受けた 40 歳以上対象者に対し、

14 名においてリハ職のアセスメントした内

容を CM に助言するケース（A 群）、4 名にお

いてリハ職のアセスメントした内容を CM に

助言しないケース（B 群）を収集し、3 ヶ月時

点での BI、FAI、生活機能評価表の点数を比

較し、ADL、IADL の項目の変化を検討した。 

A 群では各評価項目において、維持・向上

の傾向が見られ、B 群では維持・低下の傾

向が見られ、リハ職によるアセスメントが

有効である可能性が示唆された。今後、目標

である 40 ケースのデータ収集ができた段

階で再度評価をまとめ、実際の効果につい

て再検討できればと考える。 
  
引引用用文文献献  
１）厚生労働省 令和２年度介護保険事業

状況報告（年報） 
２）内田陽子，在宅ケア利用者の自立促進に

有効なケアに関する研究―IADL，ADL，意

欲改善得点とケア実施率との関連分析―，

The Journal of the Japan Academy of 
Nursing Administration and Policies Vol 7, 
No 2, pp 31_40, 2004 
３）由利禄巳，高畑進一，岡万理，藤井有里，

辻 陽子：「生活目標設定手法」を用いた多

職種協働による 介護予防ケアマネジメン

トの効果に関する研究 ．作業療法 38：
129-139，2019． 
４）石橋裕，小林法一，小林隆司，村井千賀，

長山洋史：訪問型・短期集中予防サービス

(サービス C)が 有効であった事例 ．作業

療法 37：690-696，2018． 
５）野本潤矢，石橋裕，小林 法一，小林隆

司：訪問型・・短期集中予防サービス(サービ

ス C)により  作業遂行能力と健康関連 
QOL が向上した事例 ．作業療法 38：
706-713，2019． 
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総総合合評評価価指指標標 GGaaiitt  PPrrooffiillee  SSccoorree をを使使用用

ししたた神神経経発発達達障障害害児児のの歩歩行行ババイイオオメメカカニニクク

スス的的特特徴徴をを明明ららかかににすするるたためめのの検検証証研研究究  

研究者     高橋 一史１）、２） 

共同研究者 水上 昌文３）、中山 智博４）、 

宮田 一弘３）、吉川 憲一２） 

１）茨城県立医療大学大学院 保健医療学研

究科 博士後期課程 3 年 

２）茨城県立医療大学付属病院 リハビリテ

ーション部 理学療法科 

３）茨城県立医療大学 理学療法学科 

４）茨城県立医療大学 医科学センター 

 

緒緒言言  

 神経発達障害(Neurodevelopmental 

Disorders; NDD)は、発達期に発症する一

群の疾患である。小学校入学前の発達期早

期に明らかとなり、個人的、社会的、学

業、職業における機能障害を引き起こす。

NDD は知的発達障害、コミュニケーション

症、自閉症スペクトラム症(Autism 

Spectrum Disorder; ASD)、注意欠如多動

症(Attention Deficit Hyperactivity 

Disorder; ADHD)、神経発達運動症群[さら

に下位に発達性協調運動症(Developmental 

Coordination Disorder; DCD)、常同運動

症、チック症]、限局性学習症に分けられ

る。NDD は有病率が非常に高く、大きな社

会問題となっており、世界中で様々な研究

が行われている。運動障害は古くから指摘

され、歩行障害は関連の深い ASD、ADHD、

DCD の 3 疾患で多くの研究が行われている

が、研究結果に一貫性が乏しく、まだ統一

した見解に至っていない。 

 Baker らが提唱した GPS は三次元動作解

析装置で得た歩行データの内、9 つの関節

角度(骨盤前傾/傾斜/回旋、股関節屈曲/外

転/回旋、膝関節屈曲、足関節背屈、足角)

を定型発達児(Typical Development;TD)の

平均歩行パターンからの歩行逸脱度につい

て 2 乗平方根差を使用して算出し、対象疾

患、年齢を限定せずに使用する事が出来る

1。また、被験者と TD の個々の関節角度差

を比較する事で、関節毎の逸脱度をみる事

ができる。Backer は、この関節毎の差を

Gait Variable Score(GVS)と名付けた 1。

GPS と GVS をみる事で下肢全体に生じた変

化なのか、個々の関節で異なる変化なのか

視覚的に確認でき、臨床場面で役立つ評価

指標である。 

本研究は総合評価指標 GPS を用いて NDD

児の歩容特徴を明らかにする事である。 

  

方方法法  

本研究の対象は NDD 児の内、ASD、

ADHD、DCD のいずれかの診断を受けた 5-15

歳の児とした。また、対照群として同年齢

幅の TD 児を募集した。 

 歩行計測は、被験者の快適速度で 14ｍ

歩行路を歩行し、10 歩行周期分を歩行デ

ータとして抽出した。歩行計測は最大 5 セ

ット実施した。参加者は、自身の動きやす

い服装と運動靴で参加した。三次元動作解

析装置は myoMotion(Noraxon 社、米国)を

使用した。解析はサンプリングレートを

100Hz とし、キャリブレーションの姿勢は

直立立位で行った。歩行における踵接地と

つま先離地の判定は、ソフトウェア

myoRESEARCH3.16(Noraxon 社、米国)の接

触検出アルゴリズムを使用して判別した。 

 計測した歩行データは、 ソフトウェア

myoRESEARCH3.16 で抽出したデータから、

ソフトウェア MATLAB(MathWrks 社、米国)

を使用して GPS と GVS を算出した。GPS と

Ⅲ リハビリテーション活動や機器に関する研究Ⅲ リハビリテーション活動や機器に関する研究

【研究Ⅲ -１】

1919



GVS の算出は、 Baker らの方法に準じて実

施した 1, 2。NDD 児と対照群の TD 児の

GPS、GVS、時空間パラメータの比較はデー

タ分布に応じて独立したサンプルの T 検定

もしくは Mann-Whitney の U 検定を用い

た。なお統計解析ソフトは IBM SPSS 

Statistics 25(IBM、米国)を使用した。 

  

結結果果  

NDD 児は適応基準・除外基準を満たした

35 名(男児 28 名/女児 7名)が対象となっ

た。身長は中央値 10.0 歳(四分位範囲

8.0-12.0 歳)、身長は 147.0cm(129.0-

156.6)で、体重は 37.0kg(29.0-46.0 ㎏)で

あった。TD 児は 36 名(男児 25 名/女児 11

名)で、年齢の中央値は 8.0 歳(四分位範囲

6.8₋10.0 歳)、身長は 125.0 ㎝(118.5-

145.3cm)、体重は 26.kg(20.8-34.3kg)で

あった。 

 GPS 及び GVS は Willcoxon 符号順位検定

を使用してTD児とNDD児のスコアを比較し

た。GPS は TD 児 7.2°(5.9-8.2°)に対し、

NDD 児 7.8°(7.4-9.0°)、GPS 左半身は TD

児 6.9°(5.2-7.6°)に対し、NDD 児 7.3°

(6.1-8.8°)であり有意差をみとめた。GVS

は足関節背屈/底屈の左側で TD 児 4.8°

(3.4-6.2°)に対し、NDD 児 5.9°(4.4-

7.8°)であり、右側は TD 児 5.3°(3.6-

6.3°)に対し、NDD 児 6.5°(4.5-8.0°)で

有意差をみとめた。 

  

考考察察  

 TD 児と NDD 児の近似しており、観察での

分析では両群の違いは非常にわかりづらい。

先行研究でも三次元動作解析を用いた歩行

分析によって両群の違いを検出する事が試

みられているが、研究結果に一貫性がなく、

まだ統一した見解には至っていない。本研

究においてGPSをみてみるとTD児とNDD児

の差を検出された。関節毎の GVS をみると

多くの関節運動で差はなかったが、足関節

背屈/底屈に差が生じていた。 

 Baker らによる先行研究では、TD 児の

GPS が 5.1°だったのに対し、脳性麻痺児は

GMFCS Ⅰが 8.1°、Ⅱが 10.4°、Ⅲが

13.9°と移動の重症度が重度になるにつれ

て GPS の値が上がると報告している 2。本研

究では、TD児のGPSが 7.2°、NDD児が7.8°

と群間差が非常に小さかった。GPSは数値が

大きいほど正常歩行からの逸脱を示す事か

ら、NDD 児の歩容は、TD 児と近似している

事を現わしている。NDD児の歩容は観察評価

では検出する事が難しいため、GPSを使用す

る事でそのわずかな差を数値化する事が出

来た、と考えられた。  

  

結結論論  

 TD児と比較したNDD児の歩行特徴につい

て総合評価指標 GPS を使用して検証した。

TD 児の GPS が 7.2°だったのに対し、NDD 児

は 7.8°で有意差をみとめた。 

  

引引用用文文献献  

1.Baker R, McGinley JL, Schwartz MH, et al. 
The gait profile score and movement analysis 
profile. Gait Posture 2009; 30: 265-269. 
2009/07/28.DOI:10.1016/j.gaitpost.2009.05.
020. 
2.Baker R, McGinley JL, Schwartz M, et al. 
The minimal clinically important difference 
for the Gait Profile Score. Gait Posture 2012; 
35:612-615.2012/01/10.DOI: 
10.1016/j.gaitpost.2011.12.008. 
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緒緒言言  

寝返りは，睡眠時の同一肢位による筋や

関節への負荷を軽減する効果があるため，

適度な寝返り回数は良質な睡眠を保つため

に重要な要素の一つである．しかし，体幹の

形態において肩峰間幅は，体幹・骨盤幅より

も広い１）ため，脊椎の回転効率を悪化させ

る構造を呈している．また，側臥位は，背臥

位よりも単位面積当たりの荷重量は増加す

るため，長時間にわたる睡眠では圧集中部

への負荷は大きくなる．そのため，五十肩を

はじめとした肩関節疾患において，疼痛を

誘発しやすい姿勢となる．これらを解決す

るためには，最も幅の広い肩関節部のマッ

トレスのみの反発係数を低下させ，同部に

対する圧の低下や寝返り時の抵抗を減弱さ

せることが，肩関節痛消失や寝返りの効率

を高めることになる．本研究の目的は，肩関

節部のみのマットレス反発係数を変化させ，

静的な側臥位における肩関節部への減圧と

寝返りの回転効率を向上させるための最も

身体的な負荷が少ない反発係数を調査する

ことである． 

 

方方法法  

（1）対象 

対象は，整形外科的疾患の既往のない健

常成人 12 名（平均年齢 20.7±1.1 歳，平均

身長174.2±4.6㎝，平均体重62.5±9.2㎏）

とした． 

（2）方法 

実験①静的側臥位における肩関節部に生じ

る圧調査 

使用するマットレスは，厚み 11 ㎝の高い

反発係数（150N）のシングルサイズおよびダ

ブルサイズマットレス（商品コード 5651916，

ニトリ）を用いた．2 つのマットレス及びウ

レタンフォームの間に，厚さ 11 ㎝の 80N と

100N のウレタンフォーム 2 種類（ソフトプ

レン）を用い，静的及び動的な変化を設置前

の値と比較検討した．静的な接触圧の計測

は，体圧分布センサ(製品番号 533190-00，

住友理工株式会社) を用い，体表とマット

レスの間に設置し，肩甲帯部の接触圧を計

測した．得られたデータの最高圧の 1 点が

肩峰による骨の圧力を反映した値と考え，

これを排除するために除外した．計測値は，

最高圧の一点に隣接する周囲の最も高い 2

点の平均値とし，計測した 2 回のデータの

平均を用いた． 

実験②寝返りの回転効率を向上させるため

の最適なマットレスの反発係数の調査 

 実験②において使用したマットレス及び

反発係数の異なる 2 種類のウレタンフォー

ムは，実験と①同様のものを使用した．計測

は，背臥位から 90°側臥位までの運動を 2

秒間で実施し，寝返り時の肩甲帯と骨盤の

加速度・角速度，体幹の外腹斜筋，腹直筋，

脊柱起立筋の筋活動を調査した．寝返り時

の加速度と角速度の計測には，肩関節部と

骨盤部にセンサ（TSND151，ATR-Promotio 

-n）を貼付し，20Hz の周波数にて計測した．

筋電図計測は，多用途テレメータ 筋電計

理理想想的的なな寝寝返返りりをを可可能能ととすするるモモジジュューールル

型型ママッットトレレススのの開開発発  

研究者   増田 一太１） 

共同研究者 万野 真伸 2）,来田 宣幸 3） 

所属名 

１)国際医学技術専門学校 理学療法学科 

２)立命館大学 理工学部 

３)京都工芸繊維大学 基盤科学系 
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システム（DL-5000, S&ME）を用いた． 

 (3)データ解析 

実験②において，肩関節部と骨盤部の角

速度と加速度，また両者（以下％角速度及

び％加速度）の 150N に対する 100N と 80N

におけるそれぞれの割合を算出し規格化し

た．統計は，実験①②ともに一元配置分散分

析と多重比較として Games-Howell の検定

を用いた．いずれの検定も統計学的有意水

準は 5％とした． 

（4）倫理的配慮 

参加する被検者には，実験前に実験の趣旨

と不参加における不利益等がないことを十

分に説明しプライバシーに十分配慮した環

境下で実験を行った．本研究は，京都工芸繊

維大学ヒトを対象とする研究倫理審査委員

会の承認（2023－35）を得て実施した． 

  

結結果果  

実験① 側臥位におけるそれぞれのウレタ

ンフォーム下での肩関節圧は，150N におい

て 223.9±60.1，100N において 185.3±25.0 

mmHg，80N において 180.6±20. 3mmHg であ

り，80N と 150N のウレタンフォームの間に

有意差があった（p=0.01）． 

実験② 角速度，加速度，％角速度間のすべ

ての関係に有意差はなったが，％加速度に

おける 150N と 80N（1.09±0.18）の間には

有意差があった（p=0.04）． 

  

考考察察  

実験① 肩関節部のマットレスの反発係数

は，150N より 80N へ 53%低下させると肩関

節圧は 19.3％減弱できることが分かった．

一方，150N の反発係数のマットレスでは，

上腕骨への強い圧迫力のため肩峰下圧が上

昇しやすい環境であることが分かった 2）．

そのため，肩関節部のウレタンフォームの

反発係数を低下させると側臥位での夜間痛

を一定量軽減できる可能性が示唆された． 

実験② 側臥位では，体幹の下側がベッド

と接するため，150N という高い反発力に伴

い，元来存在する肩峰間距離と腸骨稜幅と

の差が最大限強調される．そのため，150N

のウレタンフォームでは，80N に比べ肩関節

は沈みこまず，脊椎の側屈が増強し生理的

な脊椎回旋性が低下していたことと，肩関

節及び肩甲帯が寝返り時の強い抵抗となっ

た 2 つ要因が影響していた可能性がある．

これらの要因が，80N に比べ 150N における

寝返り時の％加速度の有意な低下の原因と

なったのではないかと考える． 

  

結結論論  

肩関節部のウレタンフォームの反発係数

を一定量低下させると，静的及び動的環境

を改善し，肩痛の消失及び介助量の低下が

期待できる可能性が示唆された． 

  

引引用用文文献献  

１)British Broadcasting Corporation：

Sleep position gives personality clue，

2003． 

http://news.bbc.co.uk/2/hi/health/3112

170.stm?fark（2024.2.5） 

2)T Konishiike, H Hashizume, K Nishida,  

et al.; Shoulder pain in long-term 

haemodial 

-ysis patients. A clinical study of 166 

patients. J Bone Joint Surg. 2, 78: 601-

605, 1996． 
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配配慮慮がが必必要要なな子子どどももにに対対すするる保保育育士士がが  

求求めめるる支支援援ニニーーズズのの検検討討  

研究者      宍戸 聖弥 1) 

共同研究者 

赤堀 将孝 1)，亀山 一義 1)，名越 恵美 2)，

高田 哲 3) 

1)はくほう会医療専門学校作業療法学科 

2)岡山県立大学看護学科 

3)神戸市総合療育センター 

  

緒緒言言  

発達障害のある子どもへの対応には多くの

保育士／者が悩んでいる．木曽は約8割が発

達障害傾向のある子どもの保育に困難を感じ

ていたと報告している 1）．また，2 割以上の

保育者が，その業務の中でバーンアウトに陥

っていた報告もある 2）．作業療法士（以下，

OT）はしばしば保育園・こども園等を訪問し

て相談支援を行うが，保育者の精神状況まで

含めて実態を調査した研究はほとんどない．

本研究の目的は，①保育者が陥りやすい精神

状態の特徴を明らかにすること，②支援実態

を通じて保育者が抱く困難感や支援ニーズを

明らかにすること，③巡回相談に関わる職種

の実態を調査することの3点である．  

  

方方法法  

対象は兵庫県の保育園及びこども園（以

下，園）に勤務する「保育士」免許のある者

とし，回答者情報（勤務園や経験年数等），

困難感や支援ニーズ，巡回相談の頻度や訪問

職種，日本語版バーンアウト・アセスメント

尺度 3-5)（以下，BAT-J）を調査した．名義尺

度項目は単純集計（割合や度数分布）により

処理した．2 群間の比較では，名義尺度につ

いてはχ2検定を使用し，効果量はCramer's 

V を使用した．BAT-J のスコアにおける群間

比較には Mann-Whitney U 検定を用い，効果

量はCliff's Deltaを使用した．統計解析に

は EZR（ver.1.63）を使用し，有意水準は

5%とした．効果量の算出は Rver.4.4.0 を使

用した．本研究は岡山県立大学の倫理委員会

（23-32）の承認を受けた上で実施した．対

象者には文書で研究趣旨を説明し，同意を確

認した上で回答を依頼した． 

  

結結果果  

1579園に郵送した. 有効回答は686名（管

理職 35%，主任級 33％，常勤一般職員 27%，

その他 5%）であった．経験年数は 20 年以上

が42%，10年以上が31%，10年未満が27％で

あった．私立の園が 82%，公立の園が 16%で

あった．母体は社会福祉法人が 62％，次い

で市町村が 16%であった．96%の保育者の勤

務する園に「診断はないが，気になる子ど

も」が在籍していた．BAT-J の日本人労働者

基準値 3)においてバーンアウト水準を分ける

と「非常に高い」水準の保育者が 12%で，

「高い」水準の 28%と合わせると全体の 4 割

（以下，高リスク群）に上った．高リスク群

とそれ以外の群を比べると，全てのスコアは

高リスク群の方が有意に高かった．特に

BAT-J 中核症状の下位尺度である<疲労感>の

スコアが有意に高く，効果量が最も大きかっ

た（p<0.01，r=.88）．高リスク群は「診断の

ない気になる子どもへの対応」や「保護者対

応」，「職員不足」に困難感を感じており，

「職員不足」は有意に高かった(p<0.01，

r=.23)．また，保育者の巡回相談員に対する

支援ニーズとしては，「困った行動や不適応

行動への対応策（90%）」や「保護者との連携

（57%）」，「心身の発達（50%）」が挙げられ，

高リスク群では「困った行動や不適応行動へ

の対応策」を求めていた（p<0.05,r=.08）． 

自由記述では，「集団場面での対応」や

「保護者対応」に関する支援ニーズが多く，

一部の管理職（園長・副園長）からは職員の

メンタルケアを望む声が挙がった．過去3年

間の巡回相談で来園した専門職は心理職が

50%と最多で，次点で看護師・保健師
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（28％），言語聴覚士（15%），OT（14%）の順

であった．OT の専門性に対する認識では，

身体および発達領域の認識は 60%を超えてい

たが，精神領域は11％と最も低く，「OTのこ

とがあまりわかっていない」を選択した保育

者は26％に上った． 

  

考考察察  

バーンアウト水準が「高い～非常に高い」

保育者が4割にも上った．バーンアウト水準

の高リスク群とそれ以外の群を比べると，す

べてのスコアは高リスク群の方が有意に高

く，特に中核症状の下位尺度である<疲労感>

のスコアが高かったことから，保育者は特に

精神的・身体的疲労感をもたらす深刻なエネ

ルギーの喪失といった精神状況に陥りやすい

ことが示唆された．また，バーンアウト水準

が「高い以上」の保育者は，「職員不足」に

困難感を抱えている割合が有意に高かったこ

とから，心身の健康管理により注意を払い，

バーンアウトからの離職を予防していくこと

で，さらなる職員不足を防ぐ必要がある．保

育者は，<困った行動や不適応な行動に対す

る対応策の相談>や<心身の発達に関する相談

>，<保護者との連携に関する相談>といった

支援ニーズを巡回相談員に対して挙げてお

り，高リスク群では<困った行動や不適応な

行動に対する対応策の相談>のニーズを求め

ている保育者が多かった．ただし，効果量は

わずかであったため，高リスク群とそれ以外

の群において支援ニーズの割合には大きな変

化がない可能性が示唆された．自由記述で

は，管理職から職員のメンタルケアを望む声

が一定数挙げられており，巡回相談員は子ど

もや保護者，保育者自身のメンタル面など，

様々な場面において相談支援を行う必要性が

あると考えられる．相談員の職種は心理職や

保健師・看護師が多く，OT は現状少ない．

子どもから大人の心身の両方に関わることが

できる専門性があることへの認識も低いた

め，今後は職域の周知とともに，他の専門職

との連携や保育現場での支援を進める必要が

ある． 

  

結結論論  

 巡回相談に対して，多くの保育者から子ど

もの不適応な行動の対応策に関する支援ニー

ズが挙げられた．心身の発達面や保護者連携

についても保育者の過半数が支援ニーズを示

していた．また，4割の保育者のバーンアウ

ト水準が高かった．巡回相談では，不適応な

行動に関する相談以外に，保育者のメンタル

ケアや保護者連携の支援などを通して，園や

保育者の支援ニーズに即した巡回相談を実践

することで，バーンアウトを予防し，職員不

足などの困難感の発生を防ぐ必要性が高いと

考えられた． 
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在在宅宅ケケアアをを必必要要ととすするる利利用用者者のの体体組組成成評評価価

にに必必要要なな計計算算式式確確立立にに向向けけたた基基礎礎的的研研究究  

研究者     小川 貴美子 1) 

共同研究者 

菱川 法和 1)、根本 玲 1)、伊藤 倫之 2) 

所属名 

1) 京都府立医科大学大学院医学研究科 

リハビリテーション医学 

2) 愛知学院大学健康科学部健康科学部 

  

諸諸言言  

生体電気インピーダンス（bioelectrical 

impedance analysis、BIA）法は、微弱な電流

を体内に流すことで電気抵抗を測定すること

により、体組成を推定する方法である。病院

など医療機関において頻用されているものの、

測定機器が携帯しにくいことや高額であるこ

となどの欠点があり、在宅ケアを必要とする

利用者の体組成評価の妨げになっている。一

方で、キャリパー法は、皮下脂肪厚、周囲径、

肢長などを測定し、得られたデータを計算式

に代入することで、体組成を推定する方法で

ある。BIA 法と比較し、測定場所の制限をう

けず、安価に測定できる利点がある。しかし、

確立された推定式は、健常者を対象としてい

ることや、部位が限局されているといった問

題が存在する 1,2)。本研究では、在宅ケアを必

要とする利用者の体組成評価法を確立するた

め、キャリパー法を用いた新しい推定式の作

成し、その妥当性を検討した。  

 

方方法法  

大分国際車いすマラソン（大分市、日本）

および全国車いす駅伝競争大会（京都市、日

本）に参加した車いす使用者を対象とした。

除外基準は、体内に心臓ペースメーカまたは

携帯注入型ポンプを植込み、四肢のいずれか

を欠損、研究分担者の医師が不適合と判断し

たものとした。 

体組成は、BIA 法およびキャリパー法を用

いて測定した。それぞれの測定は、全て室内

（室温：22.0℃〜28.0℃）の環境で行った。

体組成評価の2時間前は、激しい運動や飲食

を控えるよう指示した。BIA 法を用いた体組

成評価では、仰臥位で約10分間の休息の後、

携帯型部位別体成分分析装置（seca mBCA 525, 

seca Gebn &Co. KG, Hamburg, Germany）を

用いて両上肢・下肢の骨格筋量を測定した。

キャリパー法を用いた体組成評価は、上肢は

解剖学的肢位として、椅子座位または車いす

座位（膝関節は 90°屈曲位）にて測定した。

皮下脂肪厚の測定部位は、上腕三頭筋部、上

腕二頭筋部、前腕内・外側部、大腿前部、下

腿内・外側部とした。周囲径と肢長の測定部

位は、それぞれ上腕、前腕、大腿、下腿とし

た。両上腕・前腕・大腿・下腿をそれぞれ円

柱に見立て、各測定部位の皮下脂肪厚と周囲

径および肢長より、計8か所の筋体積を算出

した。なお、大腿前部以外の皮下脂肪厚は、

上腕部を上腕二頭筋部と上腕三頭筋部の平均

値、前腕部を前腕内・外側部の平均値、下腿

部を下腿内・外側部の平均値を算出し代入し

た。その後、筋の比重を1.1とし、筋体積に

掛けることで計8か所の骨格筋量を算出した。

そして、上腕と前腕の和より上肢の骨格筋量、

大腿と下腿の和より下肢の骨格筋量を算出し

た。すべての評価は、国際キンアンソロボメ

トリー推進学会の認定研修を受講した臨床経

験7年目の管理栄養士が行なった。 

キャリパー法で算出した骨格筋量の併存的

妥当性を検証するため、BIA 法で測定した骨

格筋量との間で、ピアソンの相関係数を算出

した。統計学的有意は5％とした。 

 

結結果果  

13例が登録され、92.3％（12例）が男性の

車いす使用者であった。年齢は平均52.1歳、

体格指数は平均20.1 kg/m2、麻痺の種類は脊

髄損傷による対麻痺が53.8 %（7例）、四肢麻

痺が46.2 %（6例）であった。BIA法で測定
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した骨格筋量は右上肢で平均1.6 kg、左上肢

で平均1.6 kg、右下肢で平均3.5 kg、左下肢

で平均2.9 kg、キャリパー法で算出した骨格

筋量は右上肢で平均 2.1 kg、左上肢で平均

3.2 kg、右下肢で平均5.6 kg、左下肢で平均

5.7 kgであった。BIA法で測定した骨格筋量

とキャリパー法で算出した骨格筋量の関係は、

右上肢でr = 0.57（p<0.05）、左上肢でr = 

0.60（p<0.05）、右下肢でr = 0.61（p<0.05）、

左下肢でr = 0.61（p<0.05）と、すべてで有

意な相関を認めた。 

 

考考察察  

本推定式に必要な皮下脂肪厚は、検者間で

は測定誤差を招きやすい。具体的には、被検

者の皮膚・脂肪組織の張り具合の違いといっ

た個人差に伴う測定者の技術的な問題がある。

一方で、熟練した評価者では、測定誤差が少

なく、信頼性が高くなることが報告されてい

る 3)。本研究では、一定の基準を通過した管

理栄養士が、皮下脂肪厚の測定を行なった。

そのため、本研究で測定した皮下脂肪厚の測

定誤差が小さく、本推定式に代入する値とし

て妥当であると考えた。 

皮下脂肪厚は、両側の上腕・前腕・大腿・

下腿部でそれぞれ測定した。このうち、上腕

部は上腕二頭筋部と上腕三頭筋部の平均値、

前腕部は前腕内・外側部の平均値、下腿部は

下腿内・外側部の平均値を代入した。キャリ

パー法を用いた推定式の多くは、健常者を対

象に作成されているため、皮下脂肪厚が片側

かつ代表値のみの測定となっている。本研究

の対象となった脊髄損傷患者は、損傷高位に

より体組成が大きく異なる可能性があるため、

両側かつ各部位の平均値を採用した。一方で、

大腿部の皮下脂肪厚は、前面のみを測定した。

本研究の測定肢位は椅子座位または車いす座

位であったため、大腿部の後面を計測するこ

とが困難であった。大腿後面も測定し平均値

として代入した場合の本推定式におよぼす影

響の検証は、今後の課題であると考えた。 

本研究で作成したキャリパー法による四肢

の骨格筋量の併存的妥当性は、BIA 法で測定

した四肢の骨格筋量と、それぞれ中等度の相

関関係を認めた。在宅ケアを必要な利用者で

は、本研究の対象となった脊髄損傷による対

麻痺や四肢麻痺だけでなく、脳血管疾患によ

る片麻痺や片側骨折術後の筋力低下のような

各肢節に限局した障害を併存しやすい。本推

定式は、測定場所の制限をうけず、安価な方

法で上腕・前腕・大腿・下腿の部位別に骨格

筋量を算出するできることが特徴である。そ

のため、本推定式は、多様な障害にも対応で

きるため、在宅環境における定量的な体組成

評価を促進することが期待できると考えた。 

 

結結論論  

キャリパー法を用いた本推定式は、在宅環

境など測定場所の制限をうけず，安価な方法

であるため、臨床有用性が高い体組成評価法

となりうる可能性がある。 
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高高齢齢者者ににおおけけるる非非利利きき手手ででのの短短時時間間箸箸操操作作学学習習

のの脳脳内内神神経経基基盤盤のの解解明明              
研究者     武田 さより 1) 
共同研究者 宮本 礼子 1, 2) 
1) 東京都立大学大学院 人間健康科学研究科 
2) 東京都立大学 健康福祉学部作業療法学科 
 
緒緒言言 
 高齢者は脳卒中の発症率が高く、利き手に重

度運動麻痺を呈した場合には、リハビリテーシ

ョンの一環として非利き手で箸を操作するため

の運動学習を行うことがある。より効率的な学

習方法を提案するためには、その背景となる脳

内神経基盤を解明する必要がある。非利き手で

の短時間の箸操作運動学習では、若年健常者で

は右一次運動野（Primary motor area; M1）と右

小脳第Ⅰ脚、左小脳第Ⅱ脚の安静時機能的結合

（Resting-State functional connectivity; RSFC）が

可塑的に変化したこと 1)が報告されているが、

高齢者における報告はない。本研究では、箸操

作練習によるRSFCの変化を分析し、高齢者の

非利き手での短時間の箸操作学習に関連する脳

内ネットワークを解明することを目的とした。  
方方法法 
 対象は健常な右利きの65 - 79歳の高齢者、

18 - 40歳の若年者、各20名とした。対象者は

左手で9分間箸操作を練習し、その前後で箸操

作技能（箸での物品移動成功数）と安静時脳活

動を機能的MRI（fMRI）で撮像した。 
 成功数のデータは、時期（練習前後）× 群
（高齢群、若年群）の分割プロットデザイン分

散分析で交互作用と主効果を確認し、単純主効

果を、練習前後変化は対応のある t検定，2群
間の差は対応のない t検定で比較した（SPSS 
for Windows, ver.26, 有意水準5%）。 

 fMRIのデータはSPM 12とCONN toolbox
（21a）2)を用いて解析した。前処理 3 )の後、左

手の運動を担う右M1とのRSFCが練習後に有

意に変化したネットワークを特定し、運動学習

との関連を調べた。具体的には、右M1との

RSFCが変化すると予測した部位（左右の一次

体性感覚野、上頭頂小葉、縁上回、角回、小脳

小葉Ⅳ･Ⅴ野、Ⅵ野、Ⅷ野、右小脳第Ⅰ脚、左

小脳第Ⅱ脚 1））を関心領域（Region of Interest; 
ROI）とし、各群で右M1－各ROIのRSFCが

練習後に有意に変化したネットワークを特定し

た。次に特定したネットワークが運動学習に関

連しているかを明らかにするために、RSFCの

練習前後の変化量と成功数の変化量との相関関

係をピアソンの相関係数で分析した。 

結結果果 
 高齢群（71.00 ± 3.57歳、男性10名）、若年群

（21.90 ± 2.44歳、男性8名）各20名が本研究

の分析対象となった。 
1. 練習前後の成功数の変化 
 交互作用は有意ではなく、時期の主効果のみ

有意であった（F（1,  36）= 82.77）。単純主効

果は、両群とも練習前に比し練習後に有意に増

加し、成功数の練習前後の変化量には有意な群

間差はなかった（表1）。 
2．練習前後のRSFC変化と成功数との関係 
 練習後に右M1とのRSFCが有意に変化した

脳領域（表2）は、高齢群では左角回であり

（図1）、このRSFCは成功数と有意に相関して

いた（r = 0.46， p = 0.037）。若年群では、左縁

上回、左小脳第Ⅱ脚であり（図1）、右M1-左小

脳第Ⅱ脚のRSFCのみ成功数との有意な相関が

みられた（r = 0.56， p = 0.0093）。 
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考考察察 
 本研究では、高齢群の非利き手での短時間箸

操作学習に関連するRSFCとその変化の特徴を

明らかにした。両群とも箸操作技能が練習後に

向上し、高齢群では右M1－左角回、若年群は

右M1－左縁上回と右M1－左小脳第Ⅱ脚ネット

ワークのRSFCが増加した。道具操作の学習で

は、道具の入出力特性 4)を表す内部モデルが形

成されて円滑な操作が可能となる。内部モデル

は頭頂部と小脳の双方に存在しており、いずれ

も運動学習に関与するがその処理情報が異なる

と報告されている 5)。左角回は、意図と結果の

誤差予測・修正を行う頭頂の内部モデルの形成

や 5, 6)道具の知識 7)、能動的注意 8)に関与する。

このため高齢群では、箸の知識を参照し能動的

に注意を集中させ、予測制御を伴う運動学習を

行う中で、新たな左手での箸操作の内部モデル

が形成され、それらを担う左角回と運動出力を

担う右M1との接続が強化されたと考えられ

た。若年群では、左小脳第Ⅱ脚は運動と感覚結

果の予測誤差に関わる暗黙的な小脳内部モデル

の形成に関与することから 5)、反復練習の中で

学習に伴い右M1との接続が強化されたと考え

られる。また左縁上回は、道具操作の感覚運動

情報を保存し、その情報に基づき運動を計画・

実行する 9, 10, 11)ことから、左手の反復練習に伴

い左手での箸操作の感覚運動情報が蓄積され、

それに基づいた運動が実行されたことで、右

M1との結合が強化された可能性が考えられ

た。本研究の結果から、複雑な道具操作を伴う

運動学習の初期段階では、若年群は感覚的・暗

黙的に運動学習が行われるのに対し、高齢群は

能動的な注意と道具の機能性を考慮した運動学

習が行われることが示唆された。 

 
結結論論 
 非利き手での短時間の箸操作運動学習では、

運動技能面では有意な違いが見られなくとも，

背景となる脳内メカニズムは高齢・若年間で異

なっている可能性が示された。 
 
引引用用文文献献 
  1) Takeda, et al: Behav. Brain Res., 452, 2023. 
  2) Nieto-Castanon A: Hilbert Press, 2021.  
  3) Nieto-Castanon A: Hilbert Press, 2020.   
  4) Mizuguchi, et al: Neuroimage 197, 2019. 
  5) Sirigu, et al: Nat. neurosci., 7(1), 2004. 
  6) Seghier, et al: Neuroscientist 19(1), 2013. 
  7) 近藤ら: 東京大学出版会, 2018. 
  8) Mars, et al: Cereb. Cortex 22(8), 2012. 
  9) 丸石：ニューロエビデンス社, 2016. 
  10) Vingerhoets: Neuroimage 40(3), 2008.  
  11) Potok, et al: Cortex 111, 2019
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人人工工膝膝関関節節全全置置換換術術後後患患者者ににおおけけるる活活動動量量

がが遷遷延延性性術術後後疼疼痛痛にに及及ぼぼすす影影響響  

研究者   倉橋 陸光 1) 

共同研究者  西元 淳司 1), 新井 智之 2),  

大林 茂 3) 

1) 埼玉医科大学総合医療センター  

リハビリテーション部 

2) 埼玉医科大学 保健医療学部 

3) 埼玉医科大学総合医療センター  

リハビリテーション科 

緒緒言言  

 人工膝関節全置換術(TKA)後の患者の 10〜

34％は遷延性術後痛(CPSP)を有することが報

告されている 1)。CPSPは術後に3ヶ月以上持

続する痛みと定義されており 2)、高齢者にお

いては改善に難渋し、術後の生活の質の低下、

医療費の増加に関わるとされている 3)。CPSP

は身体活動量が関与しTKA後の患者は低活動

となりやすいことから 4)、術後は活動ペーシ

ングを用いて段階的な活動量の増加を行うこ

とが重要とされている 5)。活動ペーシングと

は歩数と経過時間の関係から日々の歩数がど

のように変化しているかを示す指標である。

しかしながら、良好な活動ペーシングである

と言える歩数の目標値は不明であり、活動ペ

ーシングが CPSP へ及ぼす影響は明らかでは

ない。 

 本研究の目的は、TKA 後 3 ヶ月間の歩数か

ら算出した活動ペーシングが CPSP に及ぼす

影響を明らかにし、CPSPの予防に必要な歩数

の目標値を算出することであった。これによ

り、TKA後のCPSPの因子と予防に必要な歩数

が明らかとなり、術後の患者指導の一助にな

る可能性がある。 

 

方方法法  

 研究デザインは前向きコホート研究とした。

対象は2023年4月〜2024年12月までに埼玉

医科大学総合医療センターで変形性膝関節症

に対して片側 TKA を施行され、3 ヶ月間のフ

ォローアップが可能であった16例とした。本

研究は埼玉医科大学総合医療センター倫理委

員会にて承認を得た(承認番号:2022-123)。 

 年齢、身長、体重、Body Mass Index(BMI)、

性別、Kellgren-Lawrence分類(K-L分類)を入

院時に調査した。中枢性感作症候群(Central 

Sensitization Inventory: CSI)、不安と抑う

つ(Hospital Anxiety and Depression Scale: 

HADS)、破局的思考(Pain Catastrophizing 

Scale: PCS)、睡眠障害(Pittsburgh Sleep 

Quality Index: PSQI) 、 Knee injury 

Osteoarthritis Outcome Score(KOOS)、膝関

節圧痛閾値(Pressure Pain Threshold: PPT)、

身体活動質問票 短縮版(International 

Physical Activity Questionnaire Short-

Form: IPAQ SF)を入院時、術後1ヶ月目、2

ヶ月目、3ヶ月目に評価した。また、術後翌日

から術後3ヶ月目まで活動量計を用いて歩数

を評価した。術後の歩数を7日間の移動平均

に変換し、術後経過日数との関係をSpearman

の順位相関係数で解析し、p＜0.05 かつ r＝

0.7以上の者をGood pacing群、それ以外を

Bad pacing群とした。疼痛の残存は、KOOSの

下位尺度である痛みの項目のスコアが術前と

比較して術後3ヶ月目で22％以上増加してい

た者を疼痛残存なしの Non CPSP とし、それ

以外をCPSPに分類した。 

 統計解析は Good pacing 群と Bad pacing

群で年齢、身長、体重、BMI、性別、CSI、HADS

不安、HADS抑うつ、PCS、PSQI、KOOS、膝・前

腕のPPT、K-L分類をMann-Whitneyの U検定

またはカイ2乗検定で比較したで比較した。

その後、各アンケートの結果を活動ペーシン

グ、測定時期の2要因で反復測定2元配置分

散分析にて解析した。歩数のカットオフ値は

CPSP の有無と歩数で受信者動作特性

(Receiver Operating Characteristic)分析

を行い、Youden’s indexを用いて算出をした。

統計処理には、JMP Pro Ver16.1.0を使用し、

有意水準は5％とした。 
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結結果果  

 活動ペーシングによる群わけは Good 

Pacing群 8名、Bad Pacing群 8名であった。

ベースラインに群間差は認めなかったが、

CPSPの発生率はGood Pacing 群で高かった。

反復測定 2 元配置分散分析の結果、PCS は術

前と比較して術後 3 ヶ月で Bad pacing 群の

みに有意なスコアの減少を認めた。KOOSの症

状は術後3ヶ月時点でGood pacing群と比較

して Bad pacing 群で有意に高いスコアであ

った。KOOSの痛み、日常生活、生活の質は術

前と比較して術後 3 ヶ月で Bad pacing 群の

みに有意なスコアの増加を認めた。KOOSのス

ポーツおよびレクリエーションは2群間で差

を認めなかった。交互作用は全ての評価指標

でｐ＞0.05 であり、有意差を認めなかった。

歩数はGood pacing群とBad pacing群の間

に有意差は認めなかった。CPSP群とNon CPSP

群で比較すると、歩数は術後3ヶ月の時点で

CPSP群が有意に多かった。ROC分析の結果、

CPSPに対する術後3ヶ月の歩数のカットオフ

値は3263歩(AUC=0.82、p<0.01、感度=0.90、

特異度=0.63)であった。 

 

考考察察  

 過去の報告では不良なペーシングと過活動

が疼痛悪化のリスク因子であるとされている
5)。本研究では Good pacing 群の術後 3 ヶ月

における KOOS の結果が不良であり、CPSP の

発生率が高いという結果であった。これは、

Good pacing群の術後3ヶ月における歩数が

カットオフ値を超える値であったことが影響

していると考えられる。過活動が術後の経過

に悪影響を及ぼした点は過去の報告と同様で

あったが、良好な活動ペーシングが得られた

群で不良な経過となった点は過去の報告とは

異なった。このことから、CPSPに良い影響を

与えるとされていた良好な活動ペーシングに

は、歩数などの身体活動量のカットオフ値を

設ける必要があり、カットオフ値を超えた場

合は CPSP の発生リスクが増加する可能性が

あることが示唆された。 

 

結結論論  

 良好なペーシングのGood pacing群であっ

ても、歩数が多い場合は過活動となりCPSPの

発生につながることが示唆された。その歩数

のカットオフ値は3263歩であった。 

 

引引用用文文献献  

1) Beswick AD, Wylde V, Gooberman-Hill 

R, et al. What proportion of patients 

report long-term pain after total hip 

or knee replacement for 

osteoarthritis? A systematic review 

of prospective studies in unselected 

patients. BMJ Open. 

2012;2(1):e000435. 

2) Schug SA, Lavand'homme P, Barke A, et 

al. The IASP classification of 

chronic pain for ICD-11: chronic 

postsurgical or posttraumatic pain. 

Pain. 2019;160(1):45-52. 

3) Anton SD, Woods AJ, Ashizawa T, et 

al. Successful aging: Advancing the 

science of physical independence in 

older adults. Ageing Res Rev. 

2015;24(Pt B):304-27. 

4) Paxton RJ, Melanson EL, Stevens-

Lapsley JE, et al. Physical activity 

after total knee arthroplasty: A 

critical review. World J Orthop. 

2015;6(8):614-22. 

5) Andrews NE, Strong J, Meredith PJ. 

Activity pacing, avoidance, 

endurance, and associations with 

patient functioning in chronic pain: 

a systematic review and meta-

analysis. Arch Phys Med Rehabil. 

2012;93(11):2109-21 e7. 
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地地域域在在住住要要介介護護高高齢齢者者ににおおけけるる介介護護予予防防へへ

のの取取りり組組みみ  --オオーーララルルフフレレイイルルとと身身体体的的

フフレレイイルルにに着着目目ししてて--  

研究者   渡辺 健太 1) 

共同研究者 横江 美里 1),髙野 あずさ 1), 

山直 まどか 1),北浦 しおり 1),田原 弥樹 1) 

所属名 

1)介護老人保健施設 アロンティアクラブ 

  

緒緒言言  

オーラルフレイルとは、口腔機能に関す

るフレイルという意味で使用されており、

早期の重要な老化のサインとされている¹⁾。 

デイケアにおいて口腔機能向上加算が導

入されたが、口腔機能への取り組みがあま

り実施されていないのが現状である。口腔

機能向上加算を算定し、高齢者の口腔状態

を評価することで口腔領域の軽微な機能低

下を見逃さずオーラルフレイルを予防する

こと、そしてその対策の整備が重要な課題

である。更にオーラルフレイルは身体機能

の低下を引き起こし、身体機能の低下はま

たオーラルフレイルを引き起こすとされて

いる 1)。 

そこで当施設デイケアにて口腔機能向上

加算を算定し、高齢者の口腔状態の評価や

プログラムの作成・実施を通しオーラルフ

レイルの予防及び早期発見を目的に多職種

でも実施出来る内容となることを目指した。

またオーラルフレイルと身体的フレイルの

取り組みを実施し検証した。  

  

方方法法  

 対象は当施設デイケア利用で口腔・栄養

スクリーニング様式にて 1 つでもチェック

のあった最終解析対象者 20 名(男性 11 名、

女性 9 名）、平均年齢 81.7±7.0 歳であっ

た。実施期間は 2023 年 11 月から 3 ヶ月間

とした。実施期間前後に JMS 舌圧測定器に

て舌の筋力評価(写真①)、デジタル握力計

にて握力、HHDにて膝伸展筋力の評価を行っ

た。取り組みはオーラルフレイルの取り組

みとしてうがい、口腔体操(6 種類の負荷量

のあるペコぱんだにて舌の筋力増強訓練、

発声練習)(写真②)を実施した。身体的フレ

イルの取り組みとしてサーキットトレーニ

ング(棒体操、エルゴメーター、集団起立訓

練)を実施した。取り組み前後に得たデータ

は対応のある t 検定にて解析した。有意水

準は5％とした。解析データは多職種にて共

有した。倫理的配慮として対象者へは評価

内容及び取り組み内容について、十分な説

明と同意を行った。 

  

結結果果  

最大舌圧の平均値は初期 25.6±9.8kPa、

最終 28.3±9.4kPa で、向上傾向も有意差は

認めなかった(p＝0.2)。最大膝伸展筋力の

平 均 値 は 初 期 19.2±10.7kgf 、 最 終

19.1±9.0kgf で、有意差は認めなかった(p

＝0.37)。握力の平均値は初期で 15.5±6.2

㎏、最終 15.9±7.3 ㎏で、有意差は認めな

かった(p＝0.71)。取り組み前後での変化点

は、うがいに拒否のあった利用者が積極的

に行うようになったり、舌圧の数値を示す

ことで意欲的に取り組みまれるようになっ

たり、ムセがなくなったと回答した利用者

もいた。 

  

考考察察  

オーラルフレイルや身体的フレイルの兆

候を早期発見し、予防していくことが当該

地域における課題解決に繋がるのではない

かと考え、当施設デイケアにて介護予防へ

の取り組みを行った。 

握力の結果より既に身体的フレイル状態

にあることが示唆された。またオーラルフ

レイルの症状の一つに舌圧の低下があり 2)、

最大舌圧が 30kPa 未満の場合は低舌圧とさ

れている 3)。舌圧測定の結果より対象者の
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半数以上は低舌圧を認めた。半数以上は低

舌圧を認めたものの、初期時に比べ最終時

では若干の最大舌圧は向上し、舌の筋力増

強訓練の有効性は示唆された。今後も症例

数の増加や継続的なプログラムの実施にて

オーラルフレイルの改善の可能性が示唆さ

れた結果となった。課題点としては、今回

使用した舌圧測定器は接続部等が消耗品で

あるため高価となり、物品の確保や管理が

困難になることが予想された。そのため継

続的かつ本取り組みを拡大するためには安

価で代用出来る物品もしくは効果的且つ効

率的なプログラムの見直しが求められた。

安価で代用出来る物品としてペコぱんだは

舌の筋力増強訓練として効果的に活用でき

る可能性は示唆されたものの、口腔機能評

価で抽出した舌の筋力とペコぱんだの色選

定等が適宜必要となり、引き続きリハビリ

テーション専門職の介入、多職種での検証

が必要であると考える。口腔機能向上サー

ビスの実施に結びつかない理由として、「実

施できる人材の育成・確保不足」、「サービ

ス提供事業者の理解と認識不足」が挙げら

れている 4)。多職種でも実施出来る内容に

するためには、今後もリハビリテーション

専門職にて先述したプログラム内容の検証

及びマニュアル等を作成し、多職種にてオ

ーラルフレイルや身体的フレイルについて

の知識や理解を深める必要性はあると考え

られる。また対象者の中には、取り組みに

て口腔機能への関心が高まった者も存在し

たが、関心が低く離脱した対象者も存在し、

まだまだ口腔機能への関心が低いのが実態

であることが分かった。当施設での取り組

みを積極的に情報公開し他施設でも実践す

ることが出来るようになれば、地域在住要

介護者自身の口腔機能や身体状況に関心を

持ち、オーラルフレイル予防、身体的フレ

イル予防に繋がり、地域一体となって介護

予防に大きく寄与していくことが出来るの

ではないかと考える。 

 

結結論論  

地域在住要介護高齢者に対する介護予防

の取り組みとして口腔機能への介入が重要

であることが示唆された。 

  

引引用用・・参参考考文文献献  

1)澤田淳史：高齢期のフレイル・サルコペ

ニア・オーラルフレイル対策、北海道医療

大学歯学雑誌、39(2)：2020. 

2)津賀一弘：オーラルフレイルと舌圧検査

の関係．日本顎口腔機能学会雑誌、26(2)：

79-83,2020. 

3)口腔機能低下症に関する基本的な考え方．

日本歯科医学、1-14,2022. 

4)介護予防における口腔機能向上サービス

の推進に関する総合的研究事業 

https://www.wam.go.jp/content/wamnet/p

cpub/resources/f3f53b36-71a9-46f4-

8083-1dcb48268606/all.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真② 口腔体操風景(右:ペコぱんだ) 

写真① 舌の筋力評価(右:舌圧測定器) 
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ウウェェララブブルル端端末末をを用用いいたた周周術術期期合合併併症症のの早早

期期発発見見とと地地域域医医療療拡拡充充のの試試みみ  

研究者    大橋 拓矢 1) 

共同研究者  

阪口 全宏１）、駿田 直俊 2)、田中 将規 2) 

所属名  

１）橋本市民病院 呼吸器外科 

２）橋本市民病院 呼吸器内科 

 

緒緒言言  

急速に普及しているウェラブル端末を用い

て、患者のバイタルや運動・生活強度を把握

することで術後合併症の予防・早期発見し

治療成績を改善できる可能性がある。また

過疎地域の医療にウェラブル端末を活用し、

医療サービスの拡充を図れる可能性がある。

本研究はウェラブル端末を周術期に装着し、

呼吸器外科手術における周術期合併症の予

防・早期発見を模索することを目的とした。 

方方法法  

本研究は、前向き臨床研究として橋本市民

病院倫理委員会に提出し「ウェラブル端末

を用いた周術期合併症の予防および早期発

見に関する前向き研究」倫理審査番号 R5.8-

2 として承認されたうえで研究を行った。 

当院において胸腔鏡下肺部分切除を施行し

た患者において得られた周術期の酸素飽和

度、脈拍、収縮期血圧、拡張期血圧のデータ

を術前１週間、術後１週間、術後 2 週間、

術後３週間、術後４週間の 5 群間に分けて

比較検討した。 

結結果果  

酸素飽和度は、術前１週間の期間で

97±1.9 %、術後１週間の期間で 97±1.8 %、

術後 2 週間の期間で 97±2.0 %、術後３週

間の期間で 97±1.8 %、術後４週間の期間

で 98±1.7 %であった。脈拍は、術前１週間

の期間で 72±6.9 bpm、術後１週間の期間で

75±6.0 bpm、術後 2 週間の期間で 75±6.2 

bpm、術後３週間の期間で 72±6.2 bpm、術

後４週間の期間で 71±7.0 bpm であった。

術後１週間、２週間の脈拍は術前、術後３,

４週間と比べ優位に高値であった。（p 

<0.0001）術後１週間と術後２週間の脈拍は

有意差を認めなかった（p=0.26）。収縮期血

圧は、術前１週間の期間で 127±4.4 mmHg、

術後１週間の期間で 129±3.9 mmHg、術後 2

週間の期間で 129±4.1 mmHg、術後３週間の

期間で 128±3.9 mmHg、術後４週間の期間で

127±4.3 mmHg であった。術後１週間、２週

間の収縮期血圧は術前、術後３,４週間と比

べ優位に高値であった。（p <0.0001）術後

１週間と術後２週間の収縮期血圧は有意差

を認めなかった（p=0.26）。拡張期血圧は、

術前１週間の期間で 76±4.2 mmHg、術後１

週間の期間で 78±3.6 mmHg、術後 2週間の

期間で 78±3.8 mmHg、術後３週間の期間で

76±3.7 mmHg、術後４週間の期間で 75±4.2 

mmHg であった。術後１週間、２週間の拡張

期血圧は術前、術後３,４週間と比べ優位に

高値であった。（p <0.0001）術後１週間と

術後２週間の拡張期血圧は有意差を認めな

かった（p=0.25）。 
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考考察察  

肺野末梢小型非小細胞肺癌に対する肺葉切

除と縮小切除（区域切除）の第 III 相試験 1

では、5 年全生存率が区域切除群 94.3％、

肺葉切除群は 91.1％、と区域切除群の非劣

性と優越性が確認された。呼吸機能におい

ても区域切除が優位に温存されたものの、

想定された呼吸機能の温存はなされなかっ

た。この要因に関してはいまだに判明して

いないが術後の客観的なデータとして呼吸

機能も限界があることが示唆された。 

酸素飽和度、脈拍、血圧といったバイタルサ

インは簡便に測定可能な客観的データであ

るが変動要因によりバイタルサインは容易

に変化する。そのため、外来などで一度だけ

測定するバイタルサインでは患者の状態を

正確に判断できず、長期的に測定すること

が必要となる。本研究では術前、術後通じて

長期的にバイタルデータを測定可能であっ

た。また術後の酸素飽和度は、術前と変わら

ない値であった。肺部分切除術は肺の切除

量は非常に少なく、呼吸機能に影響しない

ためであろう。脈拍は術前と比べ術後 1 週

間～２週間は 4%上昇しており、心肺機能へ

の手術の影響を表していると考えられる。

収縮期血圧、拡張期血圧も同様に術後に上

昇を認めているが、その差は 2mmHg 程度で

あり、実臨床では十分な差とは認められな

いだろう。今後さらなるデータの蓄積が必

要であるが、長期的なバイタルデータは採

集可能であり、バイタルデータにより術後

の患者の状態を把握できる可能性が示唆さ

れた。特に脈拍は、比較的簡便かつ有用な術

後の患者状態を把握するためのデータにな

りうる可能性がある。 

結結果果  

普段臨床で測定可能な断続的なバイタルデ

ータではなく、連続データを測定すること

で術後の患者の状態を把握できる可能性が

示唆された。特に脈拍は簡便かつ有用な術

後の患者状態を把握するためのデータにな

りうる可能性がある。 

引引用用・・参参考考文文献献  

1. Saji H, Okada M, Tsuboi M et al. 

Segmentectomy versus lobectomy in 

small-sized peripheral non-small-cell 

lung cancer (JCOG0802/WJOG4607L): a 

multicentre, open-label, phase 3, 

randomised, controlled, non-inferiority 

trial. Lancet. 

p＜0.0001 n.s. 
p＜0.0001 

p＜0.0001 

p＜0.0001 n.s. 
p＜0.0001 

p＜0.0001 

p＜0.0001 n.s. 
p＜0.0001 

p＜0.0001 
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日日常常生生活活動動作作、、自自動動車車運運転転ににおおけけるる注注意意障障

害害・・脳脳卒卒中中患患者者のの視視線線解解析析  

研究者     尾﨑 尚人 1) 

共同研究者 水越 竜司 2) 

1) 季美の森リハビリテーション病院  

リハビリテーション科 

2) 季美の森リハビリテーション病院  

リハビリテーション療法科 

 

諸諸言言  

脳卒中患者は高次脳機能障害を発症する

ことが多い。高次脳機能障害は運転に影響

を及ぼしうる。本研究では、日常生活動作

とドライビングシミュレータの視線比較を

行い、日常生活動作の視線推移とドライビ

ングシミュレータでの安全運転に寄与する

因子の同定を目指す。 

 
方方法法  

日常生活と自動車運転に際して、注意障

害や脳卒中患者の視線 1)に関して明らかに

するため、３つの研究を実施した。 

（１）2023 年 8 月の 1か月間に自動車運転

再開を希望され、視線解析装置の着用にご

同意いただいた脳卒中患者 4 名を対象とし

た。各患者に注意障害の神経心理学的検査

を 2 種類 ①TMT-J ②CAT を実施した。

Tobii Pro グラス 3 を装着したうえで、ド

ライビングシミュレータを実施した。注意

障害の神経心理学的検査と視線解析結果、

最終的な運転再開判断を比較検討した。視

線解析には Tobii Pro ラボアナライザーを

使用した。 

（２）2023 年 4 月～8 月に回復期リハビリ

テーション病棟に入院した脳卒中片麻痺患

者 20 名（男性 11 名、女性 9 名。平均年齢

67±11.8 歳。右片麻痺 11 名、左片麻痺 9

名）を対象とした。Tobii Pro グラス 3 を

被験者に装着していただき、眼球運動のデ

ータを測定した。身体機能評価として 10m

歩行テスト、SIAS, BRS を評価した。視線

の停留(fixation)から別の停留への移動を

サッケード回数とし、回数を計測した。

Tobii Pro ラボ アナライザーを用いて、

Spearman の相関分析を行った。 

（３）対象者は（２）と同様で、明らかな

半側空間無視がなく、見守りで TUG 施行可

能な患者である。TUG を実施中のサッケー

ドデータを Tobii Pro ラボアナライザーを

使用して解析し、右片麻痺、左片麻痺での

麻痺側・非麻痺側回りでのサッケード数を

比較した。 

 

結結果果  

（１）対象者の一覧、CAT 結果、視線解析

結果の一部を下記に示す。 

＜対象者の一覧＞ 

症例① 右脳梗塞、50 歳男性、発症 2 か月 

症例② 左脳梗塞、50 歳女性、発症 2 か月 

症例③ 左脳出血、56 歳男性、発症 3 年 

症例④ 左脳出血、42 歳男性、発症 9 か月 

 

4 名の患者のうち、症例①②の 2 名は運

転再開可能と判断（運転再開群）、症例④

の 1 名は判断保留（実車評価後に判断）、

症例③の 1 名は現時点で運転は控えるべき

と判断した。視線解析の結果、運転再開群

の 2 名は他の 2 名と比べて停留(fixation)

の回数が少なく、1 回あたりの停留時間は

長かった。一方で、サッケード(saccade)

は関連がなかった。CAT では、運転再開群

の 2 名では SDMT(Symbol Digit Modalities 

Test)の成績が、他の 2 名と比べ有意に良

好であった。 
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表１．標準注意検査法（CAT）の結果 

症例 SDMT Memory  

Updating  

3 桁 

Memory  

Updating  

4 桁 

①  42.7 75 37.5 

②  52.7 75 31.2 

③  22.7 68.7 37.5 

④  34.5 50 6.25 

 

表２．シミュレータ視線解析結果 

 

 

（２）相関分析の結果、10m 歩行速度とサ

ッケード回数に強い負の相関を認めた

（r=-0.812, p<0.01）。サッケード回数は、

歩行速度が速い患者と比較して歩行速度が

遅い患者で有意に増大した。また歩行中の

サッケードの移動距離に関しても歩行速度

が速い患者と比較して歩行速度が遅い患者

でも有意に増大した。 

（３）ｔ検定の結果、左片麻痺患者におけ

る麻痺側回りと非麻痺側回りにてサッケー

ド数に有意な差を認めた（p = 0.021）。右

片麻痺患者においては、有意な差を認めな

かった。左片麻痺のみ、麻痺側回りでのサ

ッケード数が有意に増大した。  

  

考考察察  

（１）CAT での SDMT が配分性注意、停留

(fixation)が持続性注意を示していると考

えると、神経心理学的検査（CAT）とドラ

イビングシミュレータでは必ずしも同じ能

力を見ていない可能性がある。  

（２）脳卒中片麻痺患者の歩行速度とサッ

ケードの関連性が示唆された。歩行速度が

遅い患者では、速い患者と比べサッケード

回数が多く、歩行中の姿勢制御において妨

げの要因になっていることが推測される。  

（３）明らかな左半側空間無視がなくとも、

左片麻痺患者においては方向転換時に左に

向きにくく、何度も視線を変化させている

ことが推測される。左片麻痺と右片麻痺で

差が出る理由として、視空間認知能力の差

が推測される。 

 

結結論論  

注意障害が重症であるほど、特に右半球

患者においてサッケードの回数が増える可

能性が示唆された。これは、神経心理学的

検査や熟練療法士の観察では検出されない

可能性があり、転倒リスク等につながって

いる可能性がある。 

運転場面では、停留(fixation)の回数と

時間により運転特性に違いが検出された。

停留回数が少なく、1 回あたりの停留時間

が長いことが、効率よく対象物に注目する

ことに寄与しているかもしれない。 

日常生活では「サッケード」、シミュレ

ータでは「停留」に留意することで、より

良い在宅生活、安全な交通社会の実現を図

ることができる可能性がある。 

 

引引用用文文献献  

1) KY Kang, et al.：The effects of eye 

movement training on gait function in 

patients with stroke. J phys ther 

Sci,2016,28: 1816-18. 
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神神経経筋筋疾疾患患患患者者のの胃胃瘻瘻造造設設ににおおけけるる協協働働

意意思思決決定定とと後後悔悔にに関関すするる多多施施設設共共同同研研究究  
研究者    花井亜紀子 1) 
共同研究者  
寄本恵輔 1)、菊川 渚 1)、朝海さつき 1）、 
中城雄一 2)、石田千穂 3)、大宮貴明 4)、 
浅川孝司 5)、芝﨑伸彦 6)、松下太一 7)、 
澤田 誠 8)、北野晃祐 9) 
所属名 
1)国立精神・神経医療研究センター病院
2)北海道脳神経内科病院 
3)独立行政法人国立病院機構医王病院 
4)吉野内科・神経内科病院 
5)国際医療福祉大学市川病院 
6)狭山神経内科病院 
7)北斗わかば病院 
8)独立行政法人国立病院機構鳥取医療セ
ンター 

9)村上華林堂病院 
諸諸言言  

 神経筋疾患は原因不明かつ根治困難で

あり、進行に伴い、筋力低下に伴う歩行障

害、嚥下障害、呼吸障害、コミュニケーショ

ン障害が出現し ADL が低下する。根本的な

治療法はないため、進行に伴う症状への対

症療法が中心となる。胃瘻造設は、嚥下障

害による誤嚥性肺炎を予防することにとど

まらず、体重減少を予防することは進行の

抑制に寄与し、終末期はオピオイド等の投

与経路になるためガイドラインで早期の造

設が推奨されている。その一方でこのよう

な医療的処置をしたとしても病状が進行し

ていくことから、医療的処置を拒む患者も

多く存在する。つまり、神経筋疾患患者は

症状進行に伴い医学的管理の変更とその意

思決定を余儀なくされる。神経筋疾患患者

が診療決定のプロセスにおいて，納得のい

く意思決定ができたかということは，我々

が療養生活を支援していくために把握すべ

き重要なことになる。胃瘻造設に対する葛

藤と、胃瘻造設後の後悔、生活の質に影響

する要因を明らかにし、胃瘻造設における

協働意思決定のあり方について、検討して

いく必要があると考え多施設医療機関にお

いて、神経筋疾患患者の胃瘻造設後の患者

自身の後悔について明らかにした。 

  

方方法法  

対象は、当院および研究協力機関 9施設に

おいて胃瘻造設した神経筋疾患患者。当セ

ンターによる一括倫理審査の承認及び各医

療機関の倫理審査委員会で承認を得て実施

した（承認番号：B2022-007）。研究デザイン

は前向き観察研究として対象者に対し、同

意を書面にて得たあとに対面にて聴取、各

医療機関からは郵送回収を行った。胃瘻造

設を選択した際の患者自身の意思決定の葛

藤 Decisional Conflict Scale(DCS) 16 項

目、胃瘻造設後の患者自身の後悔 Decision 

Regret Scale(DRS) 5 項目および、QOL 評価

として、SF-8 日本スタンダード版 8項目か

ら身体的健康 PCS と精神的健康 MCS を算出

した。統計学的に関係性を明らかにするた

め 1 スピアマンの相関係数を計測し、また、

胃瘻造設時の葛藤(DCS)から胃瘻造設後の

後悔(DRS)を予測が可能か、回帰分析を行っ

た。さらに SF-8 においては国民標準値に基

づいたスコアリングを行い、サマリースコ

アを算出した。そして胃瘻造設時の葛藤、

胃瘻造設後の後悔や QOL への影響を明らか

にするため、重回帰分析を行った。 

  

結結果果  

対象となった患者は 99例であった。DRS と

DCSに中等度の正の相関を認めた。胃瘻造設

時の葛藤(DCS)、胃瘻造設後の後悔(DRS)、

QOL への影響で統計的に有意な差が見られ

たのは、59 歳以下群が 60 歳以上群よりも

Ⅳ 難病や終末期及び精神障害の在宅医療・看護・介護支援強化に関する研究Ⅳ 難病や終末期及び精神障害の在宅医療・看護・介護支援強化に関する研究
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高い精神的 QOL を持っていること、罹病期

間が短い群が長い群よりも高い身体的 QOL

および精神的 QOL を持っていること、医療

的ケアなし群が医療的ケアあり群よりも高

い葛藤と後悔を持っており、医療的ケアあ

り群の方が高い精神的 QOL を持っているこ

と、介護保険あり群が介護保険なし群のグ

ループよりも高い葛藤を持ち、介護保険な

し群が高い精神的 QOL を持っていること、

同居家族あり群が同居家族なし群のグルー

プよりも高い精神的 QOL を持っていること

が示された。 

  

考考察察  

胃瘻造設時の葛藤（DCS）と胃瘻造設後の後

悔（DRS）との間に中等度の正の相関が認め

られた。これは、胃瘻造設に際して高い葛

藤を感じた患者ほど、後悔を感じる可能性

が高いことを示唆している。また、回帰分

析の結果からも、DCS が DRS の有意な予測

因子であることが確認され、胃瘻造設時の

葛藤が後の後悔に直結することが示された。

医療現場における意思決定は不確かさを伴

うことが多く、患者の葛藤をなくすことは

難しい。医療者は、胃瘻造設について葛藤

している要因は何なのか、情報は十分に得

られているのか、十分な話しあいがなされ

ているのか、確認する必要がある。その上

で、本人にとって何が大切なのか、どのよ

うな生活を送りたいのかなど患者の価値観

を十分に把握した上での、関係者による協

働意思決定 1)が重要であることを示唆して

いる。また、多変量回帰分析の結果、医療的

ケアの有無も QOL に影響を与える重要な因

子であった。医療的ケアの提供が患者の精

神的 QOL の向上に寄与する可能性を示唆し

ており、適切な医療的支援の重要性を強調

している。また介護保険あり群が高い葛藤

を示し、介護保険なし群が高い精神的 QOL

を持つことが示された。介護保険制度にお

ける在宅サービスは、胃瘻などの医療的ケ

アにほとんど対応しないため、医療的ケア

の主体は家族となる。一方、指定難病認定

で得られる障害福祉サービスは、限定的に

医療的ケアにも対応できるため、家族以外

の他者介護を利用できる。患者にとって家

族へ介護負担を強いることは心的負担にな

るとされ 2)、胃瘻造設における葛藤にも影

響しているのではないかと推測する。 

  

結結論論  

本研究の結果から、胃瘻造設における協働

意思決定が患者の後悔に与える影響や、患

者の QOL に関連する複数の因子が明らかに

なった。胃瘻造設の協働意思決定の際は、

胃瘻に対する葛藤を明らかにし、十分な話

しあいを重ねること、また療養における包

括的なケアと罹患早期からのサポート体制

構築の重要性が示唆された。 

 

引引用用・・参参考考文文献献  

1)木澤義之.「人生最終段階における医療・

ケアの決定プロセスに関するガイドライン」

と意思決定支援のプロセス,看護管理

Vol.30 No.2,2020 

2)Shin etal,Intention Formation Process 

for the Use of Tracheostomy and 

Invasive Ventilation,In Patients with 

Amyotrophic Lateral Sclerosis Open 

Journal of Nursing 2017 
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発発達達障障害害者者のの在在宅宅生生活活をを支支ええるる思思春春期期かからら

ののききょょううだだいい関関係係  

研究者     原 寧音 1) 

共同研究者 蔭山 正子 1),2) 

所属名  

1）大阪大学大学院医学系研究科保健学専攻 

2) 大阪大学高等共創研究院 

  

諸諸言言  

発達障害に含まれる主な疾患には自閉症

スペクトラム障害（ASD）、注意欠如・多動性

障害（ADHD）、学習障害（LD）、チック症、吃

音などが挙げられ、一般的には乳幼児から

幼児期にかけて特徴的な症状を呈するが、

小児期に症状が目立たず、学齢期や思春期

あるいは成人に至ってから学校や職場で問

題が顕在化することもある 1)。 

障害のある兄弟姉妹を持つ人(以下、きょ

うだい)は「きょうだい児」「きょうだい」と

呼ばれ、障害を持つ兄弟姉妹と接する機会

や時間は両親と同じくらい多いことが指摘

されている 2)ことで、障害のある兄弟姉妹

当事者(以下、兄弟姉妹)だけでなくきょう

だいへの支援も重要視されてきている。 

 一般的にきょうだい関係は、親子・夫婦関

係以上に長期にわたる関係となり、様々な

影響を与え合う 4)。特に思春期は心身の成

長や自我の目覚めに戸惑い，不安定になり

ながら大人になる過渡期である 5)ため、き

ょうだい関係にも影響が及ぶことが予想さ

れる。そして、障害のある兄弟姉妹を持つき

ょうだいは、同胞の存在により親に自分を

かまってもらえない不満 6)や障害児・者と

親の愛情をめぐって張り合うことに対する

罪悪感を抱く 7)こと、健常者のきょうだい

に比べて、社会的差別や両親との問の心理

的葛藤や結婚についての思いなど、複雑な

状況にあると思われる 8)ことが示されてい

る。 

本研究の目的は、発達障害のある人との

思春期からのきょうだい関係の中でも葛藤

に焦点を当てて明らかにし、在宅生活をす

るきょうだい関係への示唆を得ることであ

る。 

  

方方法法  

質的記述的研究とし、きょうだい会の協力

を得て研究協力者を募集した。個別の半構

造化面接を行い、音声データから逐語録を

作成した。「発達障害者のきょうだいが幼児

期から思春期にかけて抱く葛藤とは誰に対

するどのようなものか」に着目してコード

を作成し、葛藤の要因だと語られた相容れ

ない 2 つの代表する状態をまとめて抽象度

を上げサブカテゴリ、カテゴリを生成した。

サブカテゴリにおいて時期や兄弟姉妹構成、

兄弟姉妹の診断とサービス利用の有無につ

いて違いを検討した。大阪大学医学部付属

病院倫理審査委員会の承認を得て実施した

（2023年7月22 日承認、承認番号23048）。  

  

結結果果  

研究協力者は姉 4 名、兄 2 名、妹 1 名の 7

名であった。 

発達障害者のきょうだいが抱く葛藤として

【障害のある兄弟姉妹を想う気持ちと、障

害特性の理解の難しさからくる気持ちの間

での相容れなさ】、【障害のある兄弟姉妹の

存在や特性が直接生活へ及ぼす影響と、き

ょうだい自身の望みとの間での相容れな

さ】、【障害を受け入れられない親と、特性

を自分なりに受け入れようとするきょうだ

いとの間での相容れなさ】、【きょうだいに

兄弟姉妹の世話を任せる親と、役割を受け

入れたくないきょうだいとの間での相容れ

なさ】、【障害のある兄弟姉妹にかかりきり

な親と、自身をもっと気にかけて欲しいき

ょうだいとの間での相容れなさ】、【発達障

害に対する周囲の考え方と、『発達障害のあ

る兄弟姉妹をもつきょうだい』としての考

【研究Ⅳ -２】
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え方との間での相容れなさ】の 6 つのカテ

ゴリが生成された。また葛藤を抱きにくい

背景は、きょうだい自身が生活上の困難を

抱えていたこと、親の様子を敏感に察知す

ることで感情を押さえつけ続けていたこと

がそれぞれ語られた。 

  

考考察察  

兄弟姉妹の世話をきょうだい任せにする親

への「親の役割を果たすべき」という葛藤が

あり、発達障害の兄弟姉妹の世話役割にお

いては性差よりきょうだい構成に関わる可

能性があると考えられた。また発達障害が

見えない障害であるために健常者のきょう

だいと同じような生活が送れるかもしれな

いという期待が大きく「叶わない」という葛

藤につながった可能性が考えられた。さら

に、発達障害者のきょうだいの特徴である

自己主張能力の低さが葛藤を知覚しづらく

なる背景に存在すると考えられることが新

たに明らかとなった。今後は、親に対しての

知識提供、発達障害者のきょうだいのヤン

グケアラーになる可能性などについて知識

の普及・啓発、専門職の相談等の支援、学校

の職員への知識提供などに取り組んでいく

必要があると考えられる。  

  

結結論論  

発達障害者のきょうだいは【障害のある兄

弟姉妹を想う気持ちと、障害特性の理解の

難しさからくる気持ちの間での相容れな

さ】、【障害のある兄弟姉妹の存在や特性が

直接生活へ及ぼす影響と、きょうだい自身

の望みとの間の相容れなさ】、【障害を受け

入れられない親と、特性を自分なりに受け

入れようとするきょうだいとの間での相容

れなさ】、【きょうだいに兄弟姉妹の世話を

任せる親と、役割を受け入れたくないきょ

うだいとの間での相容れなさ】、【障害のあ

る兄弟姉妹にかかりきりな親と、自身をも

っと気にかけて欲しいきょうだいとの間で

の相容れなさ】、【発達障害に対する周囲の

考え方と、『発達障害のある兄弟姉妹をもつ

きょうだい』としての考え方との相容れな

さ】という葛藤を抱いていたことが明らか

になった。また、葛藤を抱きにくい背景とし

て、きょうだい自身が生活上の困難を抱え

ていたことと、親の様子を敏感に察知する

ことで感情を押さえつけ続けていたことが

あったことが明らかとなった。 

  

引引用用文文献献  

1)厚生労働省．発達障害者の理解のため

に．2023．

https://www.mhlw.go.jp/seisaku/dl/17b.

pdf．（2023 年 8 月 17 日） 

2)柳澤亜希子;障害児・者のきょうだいが抱

える諸問題と 支援のあり方 特殊教育学研

究 45(1):13-23,2007． 

4)森川夏乃；きょうだい関係のメカニズム

に関する研究動向．東北大学大学院教育学

研究科研究年報，63(1)：319-334，2014． 

5)二森優希，石津憲一郎；第二反抗期経験の

有無と過剰適応が青年期後期の心理的自立

と対人態度に与える影響．教育実践研究 : 

富山大学人間発達科学研究実践総合センタ

ー紀要，11：21-27，2016. 

6)田中智，高田谷久美子，山口 里美;障がい

をもつ人のきょうだいがとらえる同胞の存

在についての認識．山梨大学看護学会誌，

9(2):53-58,2011． 

7)今田真紗美，佐野秀樹；障害児・者のきょ

うだいが持つ感情のモデル化 ──感情の

つながりに着目して──、東京学芸大学紀

要 総合教育科学系，61：175-183、2010． 

8)三原博光；障害者のきょうだいの生活状

況 －非障害者家族のきょうだいに対する

調査結果との比較を通して－．山口県立大

学社会福祉学部紀要，9：1-7，2003． 
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カカンンボボジジアア現現地地団団体体のの技技術術能能力力強強化化をを  

通通ししたた女女性性障障ががいい者者のの生生活活のの質質向向上上事事業業  

 

事業者 久保田 和美１） 

1）特定非営利活動法人難民を助ける会 

 

緒緒言言  

カンボジアにおいて、障がい者は、不十分

な障がい福祉制度、周囲の理解不足や差別感

情、適切な補装具の欠如を含めた環境バリア

など、様々な要因で社会参加を妨げられてい

る。特に女性障がい者は、男性障がい者と比

較してさらに厳しい状況下に置かれている。

障がい者にとって、補装具は日常生活を営む

だけでなく、地域社会活動に参加するために

も必要な手段である。カンボジアの現地団体

である Association for Aid and Relief, 

Wheelchair for Development（以下AAR,WCD）

は、各利用者のニーズに合った補装具を製造

している。今回、車いす製造経験の浅いスタ

ッフが適切な製造技術を身に着け、彼女らの

身体・生活状況を正しく理解した補装具の製

作と配付を行い女性障がい者に配付すること

で、彼女たちの生活の質向上を目指した。 

方方法法  

1． スタッフ3名に対して基本的な製造技術

向上及び女性にとって使いやすい車い

す製造・調整のための技術研修を実施す

る。また、女性障がい者の理解促進の講

義を行う。 

2． 研修内容を撮影し今後の教材とする。 

3． 女性障がい者 6 名に車いすを製造する。 

4． 配付時に、正しい使用方法及びメンテナ

ンス方法を伝え、冊子を配付する。 

5． その後の利用状況や生活の変化等の確

認のため、フォローアップ調査を行う。 

結結果果  

 2023年 9月から11月の計10日間、スタッ

フ3人に対して研修を行った。製造技術研修

では、他工房へ発注していた部品と最終仕上

げを行うための器具の製作技術を身に着けた。

女性障がい者への理解促進については、工房

長より自身の経験を交えながらフィッティン

グ方法などの講義が行われた。 

 その後、製造された車いすは6名の女性障

がい者に提供された。配付対象者の平均年齢

は30.5歳であり、脳性麻痺が4名、脊髄損傷

が 1 名、筋力低下が 1 名であった。1 ヵ月後

に、再度聞き取り調査を行ったところ、日常

生活動作においては全員がトイレやお風呂へ

の移動等が容易になったと答えた。また、家

事の実施や、友達との遊びや地域の行事に参

加できた、金銭を稼ぐことができるようにな

った者もいた。精神的な変化として3名から

「幸せ」「自信を持てる」との発言がみられた。 

考考察察  

 本研修により、スタッフが3名とも器具と

部品を作成する作業工程を担うことができる

ようになった。AAR,WCD にとっても費用負担

が約半分に軽減し、製作期間が短縮する良い

変化が見られ、本研修による技術習得が

AAR,WCD 全体の生産能力向上に貢献したと言

える。 

女性障がい者たちは、これまで這って移動

し、ほとんど自宅内で移動をせず生活してい

たが、車いすを得たことにより生活が大きく

変化した。全員が日常生活動作の一部を自立

して行えるようになったと答えたが、これは

単に動作の拡大ではなく対象者の尊厳を確保

することにつながった。また、社会との繋が

りを持つことができたことで、幸福感や自己

肯定感の向上にも繋がったといえる。さらに、

対象者や、それまで介助のために生活を制限

されていた家族が金銭を得る機会を得たこと

は、長期的な視点において貧困からの脱却の

可能性も考えられ、車いすの配付が生活の質

向上の一助になったと考える。 

結結論論  

本研修により、スタッフ3名が車いす部品

の製作技術を習得した。車いすを受け取った

女性障がい者は、全員の日常生活動作が容易

になり、生活の質が向上した。 

Ⅰ 在宅療養者への医療・看護・介護サービス実施事業Ⅰ 在宅療養者への医療・看護・介護サービス実施事業

【事業Ⅰ -１】
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緒緒言言     
 最近、デジタルゲームが医療分野で用い

られる。その情勢下、医工連携の一環の形

式で、上記関連の電子機器を用い福祉分野

の体験イベントを行うことは社会的意味が

ある。今回、最新式医療用ドライブシミュ

レーター、ならびに最新式家庭用ゲーム機

器を用いた。 
方方法法      
 アイロック社の最新式医療用ドライブシ

ミュレーター、ならびにＰＳ５を用いたサ

ッカーゲームの希望者への体験会を２０２

４年３月下旬に行った。 
 場所は小金井リハビリテーション病院で

ある。８時間ほど同時並行で機械を動か

し、職員、患者さんらに希望する機器を体

験してもらった。一人あたり１０分程度で

ある。それと同時に性別、年代、自動車運

転経験の有無、今回の機器に関する継続的

体験の希望の有無といった項目につきアン

ケートを取った。 
結結果果 
 シミュレーター体験者は３３人で、骨折

等の症状を抱える患者さんのリハビリに役

立ち、さらに今回の機器について９割が継

続体験希望であった。サッカーゲームは体

験者５人であり、継続希望者もいた。 
 体験者の募集方法などが違い、今回の結

果のみで、各機械への社会的評価などにつ

き結論を出せない。 
 ただ体験分野に関する、各自の日常の興

味関心の程度と、各機械の体験希望や、継

続体験希望になる傾向、継続希望の期間や

回数等の間に密接関係性があると判断はし

た。 

 さらに体験者と付添人との間で、イベン

ト体験をきっかけに会話の糸口が生まれる

効果はあった。イベント開催そのものが患

者の精神面へ治療効果もある事が理解でき

た。 
考考察察 
 シミュレーターに言及すると、性別や年

代、運転歴の有無ではなく、現在ならびに

将来の運転機会の有無が、機械の積極的体

験希望との関係で重要と感じた。特に継続

不希望者の意見を総括してである。つまり

免許返納者などの間では、リハビリツール

としてのシミュレーターへの興味関心、リ

ハビリ機器としての効果が低くなりうると

想定される。ただ運転歴がなくても継続希

望の人はいた。エンタメ性の高さで、ある

程度、機器を用いたリハビリへの参加や継

続意欲を補完可能と考える。 
 今回利用した機器は、衝突の振動が座席

に伝わる仕様など、ゲーム性が設計思想

上、高く確保されていた。 
 該当機器のエンタメ性の追及はリハビリ

ツールの想定利用者の属性に応じ、重要で

ある。とはいえ機器につきあまりにエンタ

メ色が強いと、治療行為の方法として不謹

慎と評価する人もいる。訓練用を念頭にバ

ランス調整が必要となる。 
結結論論 
 本事業では 、 シ ミ ュ レータータ イプの大

型ゲーム機器が 、 患者の リ ハビ リ への参加

意欲を刺激する こ と が示された 。  
 ゲーム目的の機器を リ ハビ リ に使用する

だけでな く 、 年齢や症状等 、 各事情に合わ

せた リ ハビ リ 目的の機器を開発する こ と に

よ り 、 多様な障害者の リ ハビ リ へのモチベ

ーシ ョ ンを上げ 、 その効果を改善する可能

性があ る 。  

高高齢齢者者並並びびにに障障碍碍児児向向けけ心心身身虚虚弱弱化化防防

止止事事業業 
事業者   柳瀬 恭一 1)  
共同事業者 日台 智明 2)  
所属名 
1 ）日本大学医学部 研究員 
2 ）日本大学医学部 教授 

【事業Ⅱ -１】

Ⅱ 疾病や生活機能障害を持つ人（例：高齢者や障害者（児）等）の在宅ケア Ⅱ 疾病や生活機能障害を持つ人（例：高齢者や障害者（児）等）の在宅ケア 
推進関連事業推進関連事業
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三三層層強強化化ダダンンボボーールルをを使使っったた高高齢齢者者及及びび  

障障害害者者のの福福祉祉用用具具作作成成支支援援  

 

事業者 理学療法士 島川 弘美 

緒緒言言  

高齢者や障害児者らは安心安全な生活の

ためには環境整備と福祉用具の活用が必要不

可欠だが、費用や時間がかかり入手困難であ

ることも多い。災害時にはさらに不足し、生

活不活発病や重症化に至る。平時から用具を

迅速に入手する仕組みが欲しい。 

強化段ボールという素材は知られていな

いが必要な用具を自作し活用できる。その意

義と製作手法等を伝える事業を行った。 

目目的的  

三層強化段ボールという素材の有用性と

用具の製作方法を支援者らに伝え、地域の生

活環境支援力と減災力を向上させる。 

方方法法  

 高齢者・障害児者支援に携わる方を対象と

し、二地域にて講義と製作実習（障害児姿勢

保持具、幼児用椅子、座卓、ミニ机）を開

催。図面を転写した強化段ボール素材を大型

カッターでカットし、折り曲げ加工とほぞ加

工にて組み立てる。終了後、素材の入手先や

相談窓口の情報提供を行った。 

結結果果  

 二地域で合計44名の参加があった。高齢

者・障害児者のリハビリテーションと生活支

援を行っている人の他、行政職員の参加もあ

った。自作できる体験や使用効果を喜ぶ声と

ともに、素材を自ら入手し製作することに不

安の声もあった。今後も継続して同様の研修

イベントが開催されることを望む声もあがっ

ていた。新聞やオンラインニュースで紹介さ

れ、問合せが数件あった。（①今後のイベン

ト予定 ②材料入手方法と費用 ③使用用具

と参考書籍 など） 

考考察察  

 軽量で加工もしやすく、強度と耐久性もあ

るという強化ダンボールを用いての用具づく

りは、図面さえあればカッターなどで木工家

具やスチール製補装具のような支援用具が自

作できるという注目すべき支援方法である。

平時からこの素材と支援を活用することで地

域に経験者と技術と素材が増え、災害発生時

の物資の限られた条件下でも必要な用具の提

供ができる。生活を助けることで減災につな

げることができる。 

 事業を行った二地域とも好評を得て、今後

も継続して学び、使ってみたいとの声が多数

きかれた。行政職員やボランティア団体から

協働事業の提案もあった。設置した情報提供

と相談の窓口には研修依頼があった。しか

し、課題として、強化ダンボールの入手には

一度に一定量を購入する必要があるため仲卸

などの仕組みが必要である。木工鉄工よりは

気軽だが力と時間は必要なため力の弱い方に

は負担になる。資材として扱っていても素材

として販売提供してくれる業者は少なく、新

規開拓と輸送コスト軽減についても検討して

いく必要がある。 

 今後は、ホームページを作成し情報提供と

相談を行うとともに、フォローアップ研修イ

ベントおよび出前講座などを計画的に行い、

引き続き周知をはかっていく。必要とされる

用具の調査と製造業者への情報還元も、市場

活性化のために取り組みたい。 

結結論論  

 三層強化ダンボールを用いた支援と製作手

法は、導入効果もあり今後も学び使ってみた

いと言う声が多数得られた。課題も残してい

るが、今後も同様事業を継続して行い生活環

境支援と減災力の強い地域づくりにつなげて

いく。 

【事業Ⅱ -２】
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医医療療的的ケケアア児児ととそそのの家家族族のの交交流流とと在在宅宅生生活活

をを支支援援すするるピピアアササポポーートト  
事業者 平山 沙知子１） 

所属名 
１）一般社団法人子育て交流ぽーと tete 
 
緒緒言言  
医学の進歩を背景に、新生児の救命率が向

上しているが、NICU（新生児集中治療室）

等に長期に入院した後、退院してからも在

宅で人工呼吸器や胃ろう等が必要となる医

療的ケア児が近年増加している。令和 3 年

9 月に施行された「医療的ケア児及びその

家族に対する支援に関する法律」において、

医療的ケア児と家族への支援が切れ目なく

行われることが国・自治体、および保育所

や学校の責務として明記された。しかし、

医療的ケア児の中でも、特に、在宅用人工

呼吸器を要する重症児においては、対応で

きる看護師が少なく、保護者から要望があ

っても医療的ケア児の受け入れに慎重にな

らざるを得ない現状がある。 

 

目目的的  

本事業では、交流イベントを通じて医療的

ケア児とその家族によるピアサポートを促

進し、地域の理解を深め、医療的ケア児へ

の社会的支援が広がることを目的とする。 

  

方方法法  

障がいを抱える医療的ケア児とその家族、

子どもを亡くした母親なども含む経験者、

医療的ケア児への支援を希望する医療従事

者などを対象とした参加型のイベントを開

催し、交流を実施する。また、外出が困難

な家庭であっても参加できるように、医療

的ケア児の親の会へ「みんなで描く塗り絵」

の制作を依頼する。交流イベント当日は、

当事者家族やボランティアスタッフらが主

体的にイベントに関われるよう役割分担し、

医療的ケアがあっても来場しやすいような

配慮を心がける。 

 

結結果果 

交流イベントは、SNS や関係機関でのポス

ター掲示で周知し、全 6 回開催した。「みん

なで描く塗り絵」のトランプカードは郵送

にて配布回収し、医療的ケア児の紹介パネ

ルとともに展示した。事業を通して明らか

になった医療的ケア児の在宅ケアに関する

ニーズや課題については、資料にまとめて

関係者へ配布して研修会で発表したり、ホ

ームページに載せたりして広く公開した。

また、医療的ケア児の家族に対して在宅ケ

アに関するアンケートも実施し、アンケー

トの結果については、医療的ケア児に関す

る研修会で紹介した。 

 

考考察察  

医療的ケア児の親の会との共同企画、運営

を通じて、潜在する当事者家族や日頃関わ

りのある医療福祉行政関係者などにも情報

を広めることができたと考える。また、医

療的ケア児やその家族同士の交流を図るこ

とで、在宅ケアで生じる家族の感情が共有

され、孤立感の軽減や労いといった精神的

支援に寄与できた。医療的ケア児を支援す

る場において、実際に集まり、想いを話す

ことで日頃の気持ちを振り返り、自分らし

く暮らすために必要なことは何か、今後思

い描く夢は何かを明確にしていく機会を作

ることが大切であると思われる。 

 

結結論論  

ピアサポートでは、医療的ケア児やその家

族が互いの複雑な心情を理解し、寄り添う

ことから支援が始まる。ここでの共感や労

い、加えて、サポーター自身が地域で自分

らしく暮らすための目標を見出すことは、

日々の生活を支える原動力となる。そして、

医療的ケア児の在宅生活を支える地域の支

援は、家庭におけるサポート力を強化し、

生活にゆとりを与える重要な役割を果たし

ている。共生社会を実現するために、福祉

と教育の場における看護職をはじめとした

支援者の育成が急務である。 

【事業Ⅱ -３】
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非非ががんん在在宅宅療療養養者者をを支支ええるる緩緩和和ケケアアネネッットト

ワワーークク事事業業  

事業者     石井  敦子1） 

共同事業者 波江野 茂彦2） 

所属名 

１） 京都看護大学大学院 

２） はえの往診クリニック 

  

緒緒言言  

 最期まで自宅で過ごし、在宅での緩和ケ

アや看取りを希望している療養者本人や家

族であっても、ショートステイ中に何らか

の異変が起きた場合、本人や家族の意思に

反して救急搬送され、不本意な医療を受け

るケースが多々ある。特に、老衰や認知症、

難病といった非がんの在宅療養者がそのよ

うな場面に遭遇している。 

そのため、在宅療養を支えるケアスタッ

フに対し、非がん在宅療養者を支えるため

の緩和ケアに関する知識の普及により、在

宅ケアの質向上を目指す必要がある。 

 

方方法法  

 非がん在宅療養者にかかわるケアスタッ

フや施設管理者を対象に、老衰や認知症、難

病の緩和ケアに関する知識の普及啓発およ

び在宅と施設の連携体制の構築を目的とし

た研修交流を実施した。 

研修交流会は、第1回「老衰の緩和ケア」、

第2回「認知症の緩和ケア」、第3回「神経難

病の緩和ケア」の全3回で、各疾患の病態生

理や緩和ケアに関する講義と「在宅と施設

の連携体制の構築」についてのグループワ

ークを行った。 

 

結結果果  

 参加者数は、第1回52人、第2回55人、第3

回56人であり、いずれも定員を超える参加

があった。参加職種は、訪問看護師、ケアマ

ネージャー、ヘルパー、施設介護スタッフ、

施設管理者、保健師であった。 

事後アンケートは、参加者総計163人中、

アンケート回答121件（回収率74.2％）であ

り、各回のテーマに関する病態や緩和ケア

の理解度については、回答者全員が「とても

理解できた」と回答していた。グループワー

クの時間については「ちょうどよかった」が

81.8％、「足りなかった」が18.2％であった。

日ごろの療養者・家族支援に役立つ内容だ

ったかについては、「とてもそう思う」が

90.9％、「まあまあそう思う」が9.1％であ

った。 

 

考考察察  

非がん患者については、在宅での関わり

が長期に渡り、しかも施設サービスなど

様々な関係者と連携しながら支援していか

なければならず、それぞれの立場での捉え

方や情報の共有、終末期支援の考え方など、

十分にすり合わせながら関わることが重要

である。 

本事業は、そのような地域の関係者と同

じ場で、病態生理について学び、その支援の

あり方を考える機会となり、非がん療養者

の緩和ケアを進めるネットワーク構築の一

助になったと考える。 

 

結結論論  

 在宅療養を支える各職種に対し、非がん

在宅療養者を支えるための緩和ケアに関す

る知識の普及やネットワーク化に関する研

修交流は在宅ケアの質向上に有意義である。 

Ⅲ 認知症、難病、終末期、精神障害、被虐待等の在宅医療・看護・介護支援 Ⅲ 認知症、難病、終末期、精神障害、被虐待等の在宅医療・看護・介護支援 
強化に関する事業強化に関する事業

【事業Ⅲ -１】

4545



認認知知症症ににななっっててもも輝輝けけるるままちちへへ  

－－いいののちち輝輝くく折折りり鶴鶴 110000 万万羽羽ププロロジジェェククトト－－  

事業者     角脇 知佳 1)  

共同事業者  森   安美 1) 

所属 

1）ゆめ伴プロジェクト in 門真実行委員会 

 

緒緒言言  

超高齢社会に直面し、高齢者が社会とつなが

り、よりよく生きることが重要となっている。しかし、

認知症高齢者はその症状により社会とのつなが

りが急激に減少し、社会的に孤立する傾向があ

る。またその状況が認知症高齢者の心身の健

康にネガティブな影響を与えている。 

本プロジェクトは、認知症の人や介護の必要な

高齢者が折り鶴づくりで主役となり活躍できる機

会を創出し、地域社会との一体感、社会貢献感、

未来への期待感を実感することで、一人ひとり

のいのちの輝きを生み出すことを目的に取り組

んでいる。 

 

方方法法  

⑴ 「いのち輝く折り鶴 JAPAN パビリオン」 

「館内で 1 日中じっとしている高齢者が多い。折

り鶴で誰かとつながり生きがいを感じてもらいた

い」と、イズミヤSC門真（商業施設）の館長より相

談があった。そこで、2023 年２月から同館内で

折り紙と折り鶴ポストを設置し、誰もが折り鶴を折

ることのできるスペースを設けた。徐々に高齢者

が集うようになり、折り鶴もたくさん生まれ、2023

年 10 月には「いのち輝く折り鶴 JAPAN パビリオ

ン」を開設するに至った。15 万羽の折り鶴を展

示し、認知症の人や高齢者が折り鶴を折りなが

ら交流できるスペースを設け、折り鶴づくりで居

場所づくりを展開している。 

⑵ 通いの場の活動 

折り鶴を糸でつなげる活動を行う通いの場を３

カ所創出し実施した。地域の高齢者だけではな

く、施設の高齢者なども折り鶴の色分けなどで

参加ができている。 

 

結結果果  

高齢者からは「折り鶴は全部折れなくても参加

できて、生きる希望になっている」「折り鶴を、明

日パビリオンに持って行こう！と思うと、明日が

楽しみになる」などという声が寄せられた。 

介護スタッフからは認知症高齢者に関して「折

り鶴作りに参加してから、地域との関わりに楽し

みを感じ、他のイベントなどにも積極的に参加さ

れるようになった。」「折り鶴の話でコミュニケー

ションが取りやすくなった」などの声が寄せられ

た。これらのことから、折り鶴を通じて社会的な

つながりが生まれ、そのことが認知症高齢者な

どの心身の健康にポジティブな影響を与えてい

ると考えられる。 

 

考考察察  

本プロジェクトの成功要因としては、折り紙１枚

で移動が困難な認知症高齢者等の社会参加を

可能にしたことが挙げられる。また、認知症の人

が主役を担う活動であること、そして認知症の人

だけではなく、他の人も共に楽しむ活動である

ことから、地域住民や介護スタッフ、企業の従業

員など誰もが認知症高齢者と共に楽しみ、笑顔

になる喜びや感動を共有できる機会を創出でき

たことが大きな成功要因と考えられる。 

  

結結論論  

本プロジェクトは、認知症の人の社会的孤立の

解消にとどまらず、認知症の人が支えられる側

から地域をつなぐ「まちづくりの主人公」となるこ

とを可能にし、認知症になっても輝けるまちの実

現への歩みを進めることができたと考えられる。 

  

【事業Ⅲ -２】
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ああららゆゆるるああななたたがが支支援援者者にに  

－－市市民民後後見見講講座座のの開開催催——  

事業者 兒玉 宏 1） 

所属名 

1）特定非営利活動法人心の絆ネットワーク 

 

緒緒言言  

2025 年問題はすぐそこまで来ており、福

祉サービスだけでの支援は限られ、「地域で

支えよう」と叫ばれている。認知症や精神、

知的障害など判断力が不十分な人たちの支え

るひとつの仕組み、権利擁護の仕組みとして

後見がある。とはいえ後見について理解でき

ている市民は少ない。 

 

方方法法  

「後見入門講座」の実施。１回３時間の

座学とグループ討論による講座を広島市で３

回、三原市で１回の計４回実施した。 

この講座で使用する１３ページのテキストを

作成した。テキストの内容は、①データ（高

齢化や家族規模の縮小化、要介護率など）、

②後見制度（法定後見と任意後見、メリット

デメリットなど）、③資料（後見の背景、見

直し、利用状況データ）、④事例集とした。 

 

結結果果  

 ４回の講座で計３６名の参加があった。 

 参加者は高齢で自分の備えが必要と感じて

いる人、子どもに障害があり将来が心配な人、

福祉事業所等の支援者が多かった。制度の説

明ではなく、自分にとってどう役立つか事例

を多く交えて伝えたこと、疑問や質問に応対

し解決しながら進めたため、高評価をいただ

いた。 

 講座の内容は、第一部として私たちの暮ら

す社会の状況（高齢化、家族規模の縮小）を

考察した。その状況においては困ったときに

支えてくれる人が親族いない人が増えてきた

こと、その解決策のひとつとして後見制度が

あることを確認した。第二部では心の絆ネッ

トワークがこれまでに経験してきた事例をも

とに、後見制度を利用して何がどう変わった

か、良かったかを中心に伝えた。参加者から

随時質問やコメントを受け取りながら進めた

ため、毎回いろいろな意見が出てそのたびに

内容に変化が生まれ、互いに議論を交わした

ため有意義なものとなった。 

 

考考察察  

 この事業の講座では、ある程度後見制度に

関心があり、自分や周囲に将来後見が必要と

感じている人が多く参加された。そのため３

時間という割合長い時間での講座にも関わら

ず参加する意欲が感じられた。ただ、本当の

意味で「入門」講座となるためには、もっと

初歩的な内容で短時間でなければ参加しにく

いのではないかと感じた。 

 

結結論論  

地域で暮らす一人暮らしで身寄りがない

人、支えてくれる人がいない人、福祉事業所

での困難事例など後見の必要性がある人、後

見について学びたい利用したい人は年々増え

ている。こういったニーズは確実にあると感

じているが、１年という長いようで短い時間

では、その人たちとそのニーズにまだまだ近

づけていない。今後は講座の内容を見直しな

がら、事業所での研修として活用してもらう

こと、また別の方法として地域（町内会や老

人クラブなど）に出向いて啓発していきたい

と思っている。
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ベベトトナナムム看看護護大大学学生生へへののササママーーキキャャンンププ

（（日日本本語語教教室室））のの実実施施  

事業者 事務局長 常盤 勝範 1） 

所属名 

1）特定非営利活動法人  

全国盲老人福祉施設連絡協議会 

 

緒緒言言  

昨今の各業界における人材不足は今後

益々深刻な状態になる事が予想されている。

この状況は看護、介護の業界でも同様で、

様々な対策も検討される中、外国人材の起

用もその一つとしてすすめられている。そ

れにはコミュニケーション手段としての日

本語の修得が最も重要な課題となっている。

また、アジアの諸外国では自国の経済発展

や円安の影響により、今後は日本への興味

や関心の高い層に限られてくる兆候も伺え

る状況となっている。 

方方法法  

本事業はベトナムの国立ナムディン看護

大学を卒業後、日本の看護、介護分野での就

労を希望している優秀な学生達を二つのグ

ループに分け、それぞれ２週間の日本での

日本語教室を通じて実践的な日本語にふれ

させると共に、看護、介護現場への見学や日

本での生活を知る事で、より一層日本への

興味や関心をもたせ、将来の人材確保に結

びつけたいと考えるものである。 

結結果果  

前項により来日人数については７月１日 

から１グループ目１４名、２グループ目１

５名が来日し２９日の帰国をもって無事修

了する事ができた。又帰国後、フィードバッ

クの為の調査を実施し回答が得られ、本事

業の狙いの一つでもある日本への印象は良

好だった。帰国後の日本語学習についても、

継続し更なるモチベーションに繋がると思

われる。 

考考察察  

大学が所在するナムディン市は、日本人

の姿をあまり見る事のない地域である。ま

た、学生達にとっては初めての海外との事

でもあり、到着後は緊張のあまり、対話も少

なく非常にネガティブなイメージの中、過

ぎた感がある。徐々に慣れていくにつれ、

色々な事に関心が高まり、学習時間や課外

活動については大変真面目で慣れた環境で

は特に前向きな姿勢が伺えた。そして、生活

態度についても、日本の同年代とほぼ変わ

らぬ状況が伺えたが、グループや集団での

活動や行動となると、協調性や結束が非常

に強く感じられ、物事をすすめる上で良い

方向で進めば大変良い結果が得られ、反す

れば好ましくない方向へ進んでしまう事も

否定できないという印象であった。 

本事業実施の効果としては、これらの体

験を通して帰国後の日本語学習に対するモ

チベーションが更に高まる事に期待したい。 

結結論論  

日本語の修得はかなりハードルが高いと

伺えた。特に助詞や助動詞の使い方等話す

事は基より、文字に関してはひらがな、カタ

カナ、漢字等の読みや使い方にもかなり難

渋しているように伺えた。 

今回、本事業として行った日本語学習を

主とするこれらの取組で、成果として、参加

した学生のうち卒業後に何名、日本の看護、

介護の分野で就労してくれるかは、今後そ

こへ至るまで、モチベーションを保つサポ

ートの仕方しだいと考えるところである。 

【事業Ⅲ -４】

4848



精精神神疾疾患患ををももつつ親親ののたためめのの、、ピピアア・・専専門門職職協協

働働にによよるる支支援援シシスステテムム構構築築ププロロジジェェククトト  
事業者    辰巳 佳寿恵 1) 
共同事業者  蔭山 正子 2)、  富澤 宏輔 3)、 
栄 セツコ 4)、 瀬尾 伊珠美 5)、伊藤 由佳 5)、 
有田 由紀子 5)、坂 真矢子 5) 

所属名 
1)大阪体育大学 
2)大阪大学 
3)大阪人間科学大学 
4)桃山学院大学 
5)子育てピアサポートグループ運営者  
  
緒緒言言 
精神障害者支援の新たな方法として、ピア

サポートの有効性が期待されている。しかし

その方法論となるピアサポート技術は未確立

である。本プロジェクトは、子育てや妊娠に

特化したグループの活動、中でもオンライン

によるピアサポート活動を対象とし、㋐当事

者ファシリテーターのファシリテート力の育

成、㋑当事者と専門職の協働の在り方の模索

を通して、精神疾患をもつ親の育児支援のた

めの、ピア・専門職協働の支援システムの構

築を目指すこととした。 
  
方方法法  
これまでファシリテートを担ってきた運営

メンバーによるオンラインファシリテートの

課題（困難点や心理的負荷等）の抽出をオン

ラインミーティングによって行う。次にそれ

らの解消をテーマとしたオンラインファシリ

テート研修を受講し、最終ミーティングで受

講効果ならびに「Zoom 子育てカフェ」への

専門職参加を通して見いだされた意義と課題

を検証することとした。 
  
結結果果 
 本プロジェクトの対象者は、精神疾患をも

ちながら育児、妊娠中、妊娠を予定している

者及び精神障害者の保健・福祉を専門とする

研究者であった。 

 毎月 1 回の「Zoom 子育てカフェ」は 2023
年 4 月~2023 年 12 月まで、合計 9 回開催さ

れた。オンラインファシリテート研修は、

2023 年 8 月 2 日に課題抽出ミーティング、9
月 21 日（第一回研修）、10 月 26 日（第二回

研修）、11 月 28 日（第三回研修）を実施した。

講師は一般社団法人オープンダイアローグア

プローチ研究会(FLAT)共同代表 西岡望氏

であった。2024 年 2 月 25 日に名古屋にて、

運営メンバーによる対面での総括ミーティン

グを開催した。 
 抽出された課題を大別すると 1)難しい特

徴のある参加者への対応（進行技術を含む）、

2)当事者ファシリテーターゆえの悩み（体調・

精神面について）、3)Zoom 子育てカフェが提

供できることは何か（共感、情報など）であ

った。研修会は講師の講義とグループワーク

を組み合わせた構成で行われた。 
  
考考察察  
課題抽出ミーティングと 3回の研修会を経

て、当事者がファシリテートする会であるこ

との強み（特徴）として、進行上予測される

心配事や苦手なこと（弱み）を、先に開示す

ることや、全体のバランスをとりながら進行

することをファシリテーターも参加者も苦手

とする点については、時間制を設けることな

どが有効であることがわかった。  
当事者と専門職がどのように協働するかに

ついては、依然として課題があり、このこと

は対面での総括ミーティングで共有し議論さ

れた。当事者と専門職が互いに期待する役割

や専門職の内なる当事者性をどのように理解

し合うかなど、引き続き取り組みが必要であ

ることを確認した。 
 

参参考考文文献献  
P.Solomon 氏「海外のピアサポートを学ぼう」

近畿ピアスタッフの集い講演会配布資料

（2023 年 7 月 30 日） 
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元元ヤヤンンググケケアアララーーへへのの対対話話にによよるるメメンンタタルル

支支援援のの実実施施及及びび、、ヤヤンンググケケアアララーーののキキャャリリ

アア支支援援のの啓啓発発にによよるる在在宅宅医医療療・・介介護護支支援援力力

のの向向上上ののたためめのの社社会会つつくくりり  

事業者 浅田 夏見 1) 

所属名 

１）た～んとＬＩＦＥの会  

 

緒緒言言 
ヤングケアラーに対してオープンダイアロ

ーグによる当事者の不安の軽減の検証、及び

キャリア支援者に対する研修の２つの事業を

実施した。 
  
事事業業 11  ：：  「「元元ヤヤンンググケケアアララーー対対象象オオーーププンンダダイイ

アアロローーググ研研修修会会」」  
((11))方方法法  
1)対象：成人の元ヤングケアラーで現在支援

者又は今後支援者として活動したい方 
2)開催日時 月 1 回ずつ計 5 回  
3)開催方法 オンラインによる ZOOM 開催 
申込者 10 人を５人ずつの２グループに分

け、スタッフがファシリテーターとなり、対

話とリフレクティング（応答）を繰り返す。 
((22))結結果果  
申込み者 10 人の内訳は、母又は父が精神

疾患。年齢構成は、20 代 1 人、30 代 1 人、

40 代 6 人、50 代 2 人。 
アンケート結果（7 人が回答）は、非常に満

足６人、満足 1 人であった。非常に満足の

理由は「自分のことについてじっくりと話を

する機会が初めてだった。今までのピアグル

ープよりも深い語りができた。」 
７人のうち６人が参加する前に比べて「（良

い）変化があった」と回答。 
((33))考考察察    
1)「同じ立場の人」と「違う立場の人」との

対話というプロセスに大事な一面がある。一

方、違う立場の人との「対話」から、「ぴ

あ」同士の語りとは違った深い自己の気づき

に繋がった。 
2)対話には「話す」と「聴く」をきちんと分

ける「型」がとても大切。 
(3)自分のことを話すハードルの高さを考慮

し、運営スタッフや開催時間、同じメンバー

で連続して話すなどの繊細な配慮配慮によ

り、心理的安心・安全を「体感」できる場の

醸成を図ることができる。 
  

事事業業 22：：ヤヤンンググケケアアララーーののキキャャリリアア開開発発支支援援

事事業業オオンンラライインンイイベベンントト「「若若者者たたちちのの未未来来

ののたためめのの『『キキャャリリアア支支援援』』ととはは」」 
((11))方方法法  
1）教育・福祉・医療関係支援者を対象にオン

ラインによる ZOOM 開催  
2）①北海道大学大学院教育学研究院附属子

ども発達臨床研究センター 准教授 井出智

博氏の講演：「社会的養護の子どもたちの自立

支援プログラム（CCP）の実践 
②シンポジウム 
「ヤングケアラーはじめ子ども・若者のキャ

リア支援 にはどんなことが大切か。 
登壇者（4 名）：井出智博 氏、平井登威 氏
（NPO 法人 CoCoTELI 代表）、小林昌美

氏（春日井若者サポートステーション）、浅

田夏見（た～んと LIFE の会 代表） 
((22))結結果果  
 申込者 40 人。9 割近くが満足と回答。 
((33))考考察察    
1)講師から児童養護施設や里親家庭で取り組

まれてきた CCP （キャリアカウンセリングプ

ロジェクト）の話しから、「子ども・若者の支

援には共通点がたくさんある」、「大事なこと

は同じである」と考える。 
2)困難な状況にある子ども・若者の支援には、

「どんな未来にしたいか（時間的展望））につ

いて「可能・不可能」という「枠」を取り払

って自由な思いを語ってもらい、そこに寄り

添い一緒に考える大人の存在が必要。 
結結論論  
(1)オープンダイアローグの対話実践は、元

ヤングケアラーの「生き辛さ」の軽減だけで

はなく、「いろいろな人と繋がる」「多様性を

感じる」経験から自己成長や変化が認識さ

れ、気持ちを明るく持つことや自分を大切に

しながら「対応」していく力を身に付けるこ

とに役立つと考えられる。  
(2)ヤングケアラーのキャリア支援では、 「ど

んな未来にしたいか（時間的展望））について、

「自由な思い」を大人や周りと話して一緒に

考えることが大切であるとともに、今ある状

況の中でできる必要な「環境調整」も大事で

ある。 

(3) いろいろな子どもの「今」の思いを

「対話」によって気づくことが、キャリア

支援をはじめ、虐待やいじめなどの社会問

題の軽減にも繋がることになる。 
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ボランティア活動



地地域域住住民民をを対対象象ととししたた交交流流場場のの提提供供でで生生活活のの活活性性化化やや  

質質のの向向上上をを図図るる  
  

団団体体名名  憩憩いいのの場場「「すすばばるる」」  

代代表表・・管管理理者者          内内田田  英英治治  

地地域域住住民民のの開開催催協協力力者者  山山田田  ひひろろ子子、、内内田田  亜亜希希子子  
    

１１．．ははじじめめにに  

高齢の地域住民が自主的に参加し、活動する場「憩いの場すばる」を提供した。令 

和 5 年 4 月より令和 6年 3 月にかけて毎月第一土曜日、第三土曜日の午前 10 時か 

ら 12 時に「憩いの場すばる」を 24 回開設した。その他 1回は他の機関と協力し開

催した。 

  

２２．．取取りり組組みみのの内内容容  

（1） 主にボランティアによる楽器の演奏を中心に提供し、誰でもが気兼ねなく参加で 

きる雰囲気の中で、お茶やコーヒーを飲みながら、皆で一緒に聴いたり歌ったり 

しながら楽しい時間を過ごす事で、知人を増やし地域とのつながりを実感し、生 

き甲斐につながるようにした。 

（2） 年度後半では単なる憩いの場としてだけではなく、短時間ではあるが毎回テーマ 

を決めて、地域包括支援センターや社会福祉協議会等の協力を得て、介護に関す 

る研修の場、情報の提供の場としての要素を取り入れた。 

  

３．結結果果  

           （1）年間 24 回の開催で、延べ利用者数 636 人、1 回平均 26.5 人となり開催数を重ね

るごとに利用者が増加し、10 月以降は 30 人を上回り、利用可能な人数の上限に

なりつつある。利用者実数は 100 名になる。 

        口コミにより利用する人数が増えるのみならず、住民の居住範囲も広がり、参 

加する住民の行動範囲が広くなることで生活の活性化につながっている。 

  （2）2 の取り組みの結果の一つとして、3月 22 日に地域包括支援センターと社会福祉

協議会の共催による「春を見つけようお散歩ツアー」が憩いの場すばるを集合場

所に開催され、憩いの場すばるで理学療法士による歩き方等の介護予防の講義の

後 25 名程の参加者で健康づくりを目的に不老川の土手を 40 分ほど散歩した。 

  （3）当初の目的の一つでもあったボランティアで参加する一芸のある方々の発表の場 

にとどまらず、参加している民生委員や他の町内の関係者からボランティアの人 

に対して他の場所での演奏の依頼も多くあり、憩いの場すばるでの輪が他の地域 

や、他の場所に広がりを深めている。また口コミで演奏の希望者も増えて最近で 

はプログラムの作成に幅が広がり、演奏調整が必要になっている。 

 

４４．．ままととめめ  

       全体として当初予定した目的や.成果が予想以上に広がりをみせて達成できてい 

る。次年度以降も今迄培った経験や人脈を最大限に生かしながら、より多くの人 

や地域により良い影響を与えられるように活動を継続したいと思います。これも 

公益財団法人フランスベッド・ホームケア財団の支援のおかげで達成できたもの 

と厚く感謝しております。 
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資資料料  

  （（11））開開催催日日とと参参加加人人数数  

                令令和和５５年年４４月月～～令令和和６６年年３３月月  

                                計計  ２２４４日日開開催催  延延６６３３６６人人参参加加  

                  ４４月月１１日日  ２２２２名名        ４４月月１１５５日日  ２２４４名名  

                  ５５月月６６日日  ２２２２名名        ５５月月２２００日日  ２２００名名  

                  ６６月月３３日日  ２２２２名名        ６６月月１１７７日日  ２２００名名  

                  ７７月月１１日日  ２２３３名名        ７７月月１１５５日日  ２２９９名名  

                  ８８月月５５日日  ２２６６名名        ８８月月１１９９日日  ２２４４名名  

                  ９９月月２２日日  ２２６６名名        ９９月月１１６６日日  ２２２２名名  

                １１００月月７７日日  ３３２２名名      １１００月月２２１１日日  ３３３３名名  

                １１１１月月４４日日  ３３２２名名      １１１１月月１１８８日日  ２２５５名名  

                １１２２月月２２日日  ３３７７名名      １１２２月月１１６６日日  ２２４４名名  

                  １１月月６６日日  ３３１１名名        １１月月２２００日日  ２２５５名名  

                  ２２月月３３日日  ２２３３名名        ２２月月１１７７日日  ３３２２名名  

                  ３３月月２２日日  ３３２２人人        ３３月月１１６６日日  ３３２２名名  

      別別途途  33 月月 2222 日日にに社社会会福福祉祉協協議議会会・・地地域域包包括括支支援援セセンンタターーのの共共催催にによよるる「「春春をを見見つつ

けけよよううおお散散歩歩ツツアアーー」」をを憩憩いいのの場場すすばばるるをを会会場場にに開開催催しし、、2255 名名がが参参加加ししたた。。  

  （（22））演演奏奏ボボラランンテティィアアのの内内容容とと人人数数  

                  11））オオカカリリナナ演演奏奏者者                ２２名名  

                  22））ギギタターー演演奏奏者者                  １１名名  

                  33））ハハーーモモニニカカ演演奏奏者者              ２２名名  

                  44））二二胡胡  演演奏奏者者                  ２２名名  

                  55））ババイイオオリリンン演演奏奏者者              １１名名  

                  66））ピピアアノノ（（キキーーボボーードド））演演奏奏者者    １１名名  

                  77））琴琴  演演奏奏者者                    ２２名名  

                  88））管管楽楽器器  チチュューーババ・・トトロロンンボボーーンン３３名名  

                  99））アアココーーデディィオオンン                ２２名名  

（（33））そそのの他他ののボボラランンテティィアアのの内内容容とと人人数数  

                  11））フフララダダンンスス・・手手品品              １１名名  

                  22））紙紙芝芝居居                        １１名名  

                  33））オオルルガガニニーートト                  １１名名  

                  44））腹腹話話術術                        １１名名  

                  55））絵絵画画・・彫彫刻刻物物出出品品              １１名名  

                  66））紙紙芝芝居居                        １１名名  
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すばるの活動写真  
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ファッションを通じて患者さんを笑顔に！ 

 

合同会社白ねこグループ 

部長   小川 璃久 

代表社員 西田 悠人 

 

 

11.. ははじじめめにに  

 今日、入院患者の生活が画一的であるということが問題となっている。特に、小児・思春

期の患者にとって、病院での単調な生活は精神的な負担を大きくする要因となっている。 

また、近年流行している新型コロナウイルスによりこれらの問題は一層重大さが増し、社

会の注目を集めている。実際にコロナ禍の影響で院内での自由な外出が制限され、患者が病

院内に閉じこもりがちであるとの報告が多くある。病院生活は病院側が決めた時間通りに

進行し、自由度が低いため、患者は個性を表現する機会を失っている。さらに、病院生活を

より快適に過ごす手段として病院内の売店での買い物などもあるが、病院内で販売されて

いる商品は無機質なものが多く、個性の表現とは程遠いものばかりであり、自己表現の機会

が奪われ、精神的なストレスや孤立感が助長されている。 

さらに、日本小児科学会による調査では、長期入院している小児患者の心理的ストレスが

問題視されている。小児患者が入院中に抱える不安や孤立感は、病気の治療に悪影響を及ぼ

す可能性があると指摘されている。私たちは、ファッションの力を活用して病院生活を彩り、

患者に笑顔をもたらすことができるのではないかと考えていた。 

具体的には、患者が自由にファッションを楽しむ機会を提供することで、彼らの精神的な

健康を支援し、入院生活における孤立感を軽減することを目指している。実際に、入院患者

に対してファッションショーを開催し、好きな服を着る楽しさを提供する活動などが実施

された例がある。このようなイベントは、患者にとって大きな励みとなり、自己表現の場を

提供することができる。 

 

一方で、当プロジェクトは環境問題にも貢献している。アパレル業界が抱える衣類の廃棄

問題は深刻であり、年間 29 億着の衣類が生産され、そのうち 15 億着が新品のまま廃棄さ

れている。この大量の廃棄は環境に大きな負荷をかけており、ファッション業界は CO2 排出

量で石油産業に次いで 2 位となっている。合成繊維による環境汚染も重大な問題であり、洗

濯時にマイクロファイバーが海に流出し、下水処理場でも処理できない小さなプラスチッ

クが蓄積されている。また、綿の栽培には大量の水が必要であり、水不足が深刻な地域での

生産が環境に大きな負担をかけている。 

当プロジェクトは、これらの社会問題に対する具体的な解決策として企画された。使用可

能な衣類を再利用し、入院患者に寄付することで、患者の入院生活を明るくし、個性を表現

する機会を提供する。これにより、患者の精神的な健康を支援し、入院生活における孤立感

を軽減することが期待される。同時に、衣類の再利用は環境保護にも寄与し、廃棄量の削減

【ボランティア活動 -２】
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を通じてアパレル業界の環境負荷を軽減することを目指している。私たちは、ファッション

の力で患者に笑顔を届けるとともに、持続可能な社会の実現に向けて貢献している。 

 

22.. 取取りり組組みみ内内容容  

当プロジェクの主な取り組み内容として、アパレル企業から売れ残った新品の衣類を提

供してもらい、主に病院に入院している小児・思春期患者に寄付を行った。私たちは寄付を

実施するために、過去の事例調査や各種取材、法的検討を行い、企業への協力依頼や寄付先

病院の選定などの準備を経て実現した。また、寄付前には医療という特性上異物混入などは

許されないためアパレル企業から提供していただいた衣類を一着ずつ検品とリストの作成

なども行った。当報告書では、準備と寄付の一部を紹介する。 

 

(1)千葉県内の大学病院への取材 

当病院への取材で、コロナ禍による病院内での過ごし方の変化 

や現場の対応、売店での衣料品の販売の現状と販売基準、院内コ 

ンビニエンスストアと売店の違い等についての調査を行った。 

 

 

（2）法律相談 

当プロジェクトを実施するために、様々許認可等が必要になる 

おそれがあったため、弁護士や行政書士、環境省への確認の作業 

を経て、法的な問題は生じないとの結論になった。 

 

 

（3）寄付予定病院との打ち合わせ 

 寄付予定の病院へ出向き、ボランティアコーディネーターに院 

内の紹介、病院や病棟の概要についての取材、寄付する上での注 

意事項や要望等のヒアリングと調整を行った。 

 

 

（4）衣類の仕分け検品作業 

アパレル企業から提供していただいた衣類を一着ずつ検品し、 

 衣類リストやカタログを作成した。このような作業には、社会福祉

協議会等が提供する貸会議室等を活用して実施した。 

 

5555



（5）「太陽こども病院」への衣類寄付 

40 着の新品の衣類と私たちで作った折り紙とメッセージカード 

を病棟看護師に直接手渡しで寄付をした。 

 

 

 

（6）「神奈川県立子供医療センター」への衣類寄付 

 17 着の新品の衣類を神奈川県立こども医療センターの幼児・学 

童・思春期を対象とする長期入院や入退院の繰り返しが多い内科 

病棟である 5 西病棟の看護課長に直接手渡し、寄付をした。 

 

 

（7）「神奈川県立子供医療センター」でオンラインイベントの実施 

神奈川県立こども医療センターの 5 西病棟に入院している小児 

科患者さんとオンラインにてイベントを実施した。小児科患者さ 

んにアパレル業界の廃棄問題などについてプレゼンを行い、寄付 

予定の衣類カタログを参考に衣類についての説明、希望の調査な 

どを行った。 

 

33.. 結結果果  

 当プロジェクトは数ヶ月にも及ぶ準備期間を経て、地元密着型の私立小児病院や地域中

核小児病院、急性期患者や重症患者が多い大学病院など様々な病院に衣類を寄付してきた。

衣類を寄付した病院からは「患者さんが楽しそうだった」「患者の親御さんがこどもの楽し

そうな様子をみて活動に感動した」など数多くの感謝の言葉をいただくことができ、実際に

小児患者を笑顔にし、楽しみを与えることができたと考えている。また、寄付した一部の病

院スタッフからは「服の数が足りなくてすごく助かります」などの言葉をいただき、コロナ

禍の影響もあり逼迫する医療現場へ寄与もできたと考えている。 

さらに、東京都社会福祉協議会の主催するボランティアフォーラムで活動について発表

する機会があり、当プロジェクトが社会的意義のあるものであると感じると同時に、当プロ

ジェクトを多くの人に知ってもらうきっかけにもなったと思っている。 

 

44.. ままととめめ  

当プロジェクトは、ファッションを通じて患者さんの病院生活を少しでも明るくしたい

という目的のもと、多くの協力者の支えを得て実現した。今回の成功をきっかけに、さらに

多くのアパレル企業や病院と連携し、より多くの患者さんにファッションを楽しんでもら

うことにより笑顔にし、医療業界とファッション業界の変革と躍進目指し、取り組みを続け

ていきたいと考えている。 
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こどものうんどう教室 

－ 札幌医科大学で医療を学ぶ大学生のお兄さんお姉さんと一緒に 

楽しく運動しませんか？ — 
 

札幌医科大学附属病院リハビリテーション部 

                                        笹川 古都音 

 

  

11..ははじじめめにに  

近年、早産低出生体重児の割合が増えている。当院では特にハイリスクなお産が多く、小さく生まれ

NICU に長期入院となる赤ちゃんが多い。また早産低出生体重児では運動発達の遅れを呈する割合が

多く、独歩を獲得した後も歩行の成熟が遅いため転びやすいなどの特徴がある。しかしながらご家族

が育児や発達の悩みを相談できる場はすくなく、また同じような境遇であるご家族同士の繋がりも持

ちにくい。そこで当事業の開催目的を、当院NICUを退院し現在も小児科に通院中の子どもとそのご

家族を対象に①運動の場を提供し運動発達を促進する機会を作ること、②育児や発達について相談す

る機会を作ること、③児やご家族同士が繋がる機会をつくることとした。 

また、新型コロナ感染症拡大の影響で、医学を学ぶ学生の臨床実習が制限された。特に小児分野は臨

床での学びの機会も少なく、実際に学生と子どもが触れ合う機会は制限されている。そこで、大学に

協力を依頼し、会場を大学として学生ボランティアを募集し、学生が主体となって運動教室を開催す

ることで、学生の学びの場としても活動を行った。 

 

22..取取りり組組みみのの内内容容  

＜対 象＞ 

・スタッフ：札幌医科大学で医学を学ぶ学生、札幌医科大学附属病院に勤務する医師、理学療法士 

・参 加 者：札幌医科大学附属病院小児科発達外来に来院歴のある子ども（２歳〜未就学児）と   

その親、兄弟 

＜活動の概要＞ 

事前準備  

・学生と事前に活動内容について相談。様々な道具を提示し、遊び方を考える。子どもたちに対し、

何を学びとするのか、目的を考えながら当日内容を相談する。子どもたちの反応予想しながら、当

日の流れや学生同士の役割について話し合う。 

・当日使用する物品の作成、準備。 

当日  

・活動時間は１時間、前後に準備・打ち合わせと反省会の時間を設ける（３０分程度）。 

・会の進行は、学生スタッフが主体となって行う。子どもたちのサポートも学生が行う。医師、理学

療法士は子どもたちの安全管理、ご家族の対応にあたる。 

 

 

 

【ボランティア活動 -３】
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＜活動の様子＞ 

○第１回（令和６年１月２０日） 

・内 容：［実施項目］体力測定（ボール投げ、２５m走、握力、直線歩行）足裏バランス測定装置

フットルックを用いた足部評価、風船集めゲーム、しっぽとり 

［様子］初回のため、理学療法士が進行し、学生には体力測定のサポートを行なってもら

った。互いに緊張していたが、最後のしっぽとりは大いに盛り上がった。 

・参加人数：３家庭、６名（１歳〜７歳） 

 

  ← 風船集めゲームの様子 

 

○第２回（令和６年２月１７日） 

内 容：［実施項目］おにごっこ、ふわふわキャッチ、なんのかお？、てつなぎおに 

［様子］前回より学生も子どもたちの対応に慣れ、また子どもたちも盛り上がり、たくさん

走り回ることができた。 

参加人数：３家族７名（２歳〜５歳）※１名基礎疾患あり 

 

  
 
写真左）ふわふわキャッチ：拾えない子どもには個々に学生がサポートについている。 
写真右）てつなぎおに：学生と子どもたちはすっかり仲良し。周囲で親御さんが見守る中、楽しく走

り回ることができた。 

5858



  

↑学生が考案、作成した「なんのかお？」ゲーム。臨床実習中で忙しい合間に準備を進めた甲斐があ

り、子どもたちも大いに盛り上がった。 

 

○第３回（令和６年３月１６日） 

・内 容：［実施項目］おにごっこ、コロコロ野球、ふわふわキャッチ、おそうじゲーム、玉入れ 

［様子］２回目、３回目の参加となり、親子ともに慣れてきた様子が見られた。 

参加人数：５家庭、９名（１歳〜４歳）※１名基礎疾患あり 

   

写真左）子どもたちが集まりやすいよう、お話を聞くときにはマットを用意し工夫した。 

写真右）医師と親、また親同士の交流もみられるようになった。 

 

33..結結果果  

・参加家族に対し行った、終了後の満足度調査はどの会も１００％満足との回答だった。「その理由に

「子どもたちが楽しそうだった」が多かった。 

・学生からは、「子どもたちを誘導するのが難しかった」「年齢にあわせたルールの設定が難しい」と

いった意見が聞かれた。また次年度参加希望者が増え、活動のニーズが高いことがわかった。 

・参加者の年齢にばらつきがあり、集団としての活動が難しかった。 

 

44..ままととめめ 

・参加した家族、学生から大変満足といった回答が得られ、会を企画した手応えが得られた。 

・親同士、親と医療スタッフ間の交流場面も得られ、当初掲げた目的はほぼ達成することができた。 

・さらなる子どもたちの発達のため、全国的にもこの活動が広がるよう、研究的要素も検討し学会等

で発信していくことも検討したい。 
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【ボランティア活動 -４】

 

 

 

 

11．．ははじじめめにに  

ボッチャ競技を通じて、高齢者・障がい者・子どもも含め、健康で明るい地域を醸成し

ていく事が目的です。  

（ボッチャ競技概要説明） 

・用具：白いボール 1個、赤いボール 6 個、青いボール 6 個 

・コート：6ｍｘ12．5ｍ（バドミントンコートとほぼ同じ） 

       正式には体育館の床に競技用ラインを引くが、簡易的にブルーシートを使

用しておこなう。 

  ・競技概要：ボッチャは 1988 年のソウル大会からパラリンピックの正式競技となった。

白いボール（ジャックボール）を投げた後、対戦する両者がそれぞれ赤と

青の６球を投げ合い、自球をよりジャックに近づけたチームまたは個人が

勝者となる。これを数回繰り返し、総合得点で勝敗を決める。 

 

22．．取取りり組組みみのの内内容容  

小型ボッチャコートで市内大会を約 10 回程度行ってきましたが、県大会への出場

を目指そうとの気運が高まってきましたので、公式サイズの大型コートを取得し、

より上位の大会を目指すことといたしました。他方パラリンピックと同じ追体験を

して頂きながら、よりわくわくするスポーツとしてのボッチャの継続を図ることも

忘れていません。 

 

33．．結結果果  

大型ブルーシートで公式サイズ（6．0ｍｘ12．5ｍ）5 枚作ることが出来ました。今

までは（3．6ｍｘ5．4ｍ）でしたので約 4 倍のサイズになりました。 

年 4 回の開催を計画しており、毎回約 70 人程度の参加者があります。今回が特に多

くの参加者となったわけではありませんが、今まで以上に楽しかったとの声が多く

聞かれました。 

 

４４．．ままととめめ  

高齢者・障がい者・子どもも含め、よりエキサイティングなボッチャ大会を開催す

ることができました。 

当初は、社協の職員さんから依頼されてのボランティア活動として始めましたが、

大会の工夫と簡易賞品の配布等を図りながら継続してくることが出来ました。 

本年度は、市役所の教育委員会から市民総体に採り入れたいとの要望もきておりま

すので、更に幅広く活発に活動をしていきたいと考えています。 

ボボッッチチャャ大大会会開開催催  

駒ヶ根ぼっちゃクラブ 

下嶋 一義 
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小型コートによるボッチャ大会 

大型ブルーシート購入 

大型コート（パラリンピックサイズ）によるボッチャ大会開催 
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施施設設訪訪問問にによよるるメメイイククボボラランンテティィアア活活動動２２００２２３３  

 
メイクボランティア団体 きらめ輝山口 

岡部 尚子 
 

11..  ははじじめめにに  
認知症を患う高齢者や障害者に対し、メイクセラピーを実施することにより、気持ちが前向きにな

ったり、会話が増えたりといった心理的にプラスの効果があることが報告されています。さらに精神

面だけではなく、血液検査の結果でもプラスの影響が見られたという報告もあります。メイクボラン

ティア団体「きらめ輝山口」は、高齢者や障害者に対し、メイクセラピーにより心理的や社会的な活

性化を図ることを目的として活動しています。 

 

22..  取取りり組組みみのの内内容容  
(１)グループホーム/老人保健施設/障害者施設の利用者 

・メイクボランティア団体きらめ輝会員の紹介で訪問している施設 

・１回当たり２名から10名程度 

・2ケ月に１度程度 施設に訪問 

(２) 防府 夢のみずうみ村／宇部ふらっとコミュニティ 

・社会福祉協議会経由で依頼があった施設 

・2ケ月に１度程度 施設に訪問 

 

33..  結結果果  

(１)令和５年４月２日 １３時から１５時 

  宇部市 フラットコミュニティ「ひだまり」 

  メイク＆ハンドマッサージのボランティア 

   指導者:岡部尚子 きらめ輝山口側参加者:1名 

            施設側参加者: ６名 

(２)令和５年７月１７日 １３時から１５時 

 防府市デイサービス「夢ハウス丸山」 

  メイク＆ハンドマッサージのボランティア 

   指導者:岡部尚子 きらめ輝山口側参加者:２名 

            施設側参加者:１名 

(３)令和５年６月１４日 １３時から１５時 

  宇部市 フラットコミュニティ「ひだまり」 

  メイク＆ハンドマッサージのボランティア 

   指導者:岡部尚子 きらめ輝山口側参加者:1名 

            施設側参加者: ２名 

            オブザーバー学生: ３名 

(４)令和５年７月１７日 １３時から１５時 

防府市デイサービス「夢のみずうみ村」 

 メイク＆ハンドマッサージのボランティア 

  指導者:岡部尚子 きらめ輝山口側参加者:２名 

            施設側参加者:１名 

【ボランティア活動 -５】
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(５)令和５年８月２日 １３時から１５時 

 宇部市 フラットコミュニティ「ひだまり」 

 メイク＆ハンドマッサージのボランティア 

  指導者:岡部尚子 きらめ輝山口側参加者:1名 

            施設側参加者: １名 

(６)令和５年９月１１日 １３時から１５時 

防府市デイサービス「夢のみずうみ村」 

 メイク＆ハンドマッサージ＆遺影撮影メイクのボランティア 

  指導者:岡部尚子 きらめ輝山口側参加者:１名 

            施設側参加者:１名 

(７)令和５年１０月４日 １３時から１５時 

 宇部市 フラットコミュニティ「ひだまり」 

 メイク＆ハンドマッサージのボランティア 

  指導者:岡部尚子 きらめ輝山口側参加者:1名 

            施設側参加者: １名 

(８)令和５年１２月７日 １３時から１５時 

 宇部市 フラットコミュニティ「ひだまり」 

 メイク＆ハンドマッサージのボランティア 

  指導者:岡部尚子 きらめ輝山口側参加者:1名 

            施設側参加者: １名 

(９)令和６年２月７日 １３時から１５時 

 宇部市 フラットコミュニティ「ひだまり」 

 メイク＆ハンドマッサージのボランティア 

  指導者:岡部尚子 きらめ輝山口側参加者:1名 

            施設側参加者: １名 

(１０)令和６年３月１１日 １０時から１３時 

 山口市 グループホームおいでませ 

 メイク＆ハンドマッサージ＆遺影撮影メイクのボランティア 

  指導者:岡部尚子 きらめ輝山口側参加者:４名 

            施設側参加者:５名 

  

 実施回数：合計10回、 施設側参加者：合計20名 

 

44..  ままととめめ    
高齢者の方にメイクをするとお互いに笑顔と喜びの気持ちが生まれます。 

それは高齢者の人には回想法（過去のよかった出来事を思い出す心の栄養)に繋がるからです。 

このことを遺影メイクを通して再確認することができました。 

コロナ禍は終わりましたが、、セルフメイク療法により高齢者の方とスキンシップを図りながら、

満足感、自信、自尊心などを得てもらうよう今後も創意工夫をして参ります。 

また継続的に訪問していくことにより高齢者の方々の QOL(生活の質の向上)の維持と更なる向上を

目指してまいります。 
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【写真記録】 

2023/6/14 

2 ヶ月に一度は 

メイク女子会  

@宇部ふらっとコミニュティひだまり 

  
  

2024/3/11 

グループホーム「おいでませ」 

メイクボランティア  

今回は「おいでませ」さんの YouTube 撮影 ＆ イエーーーイ（遺影）写真撮影 
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